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募集要項別紙  

 

第 6 章 募集対象となる重点公募テーマ・技術テーマ 

 

タイプ 募集対象 
詳細

ﾍﾟｰｼﾞ 

探索加速型 

（探索研究） 

「超スマート社会の実現」領域 （運営統括：前田 章） 

   サイバーとフィジカルの高度な融合に向けた AI 技術の革新 ＜新規＞ 
4 

「持続可能な社会の実現」領域 （運営統括：國枝 秀世） 

１．将来の環境変化に対応する革新的な食料生産技術の創出 

２．モノの寿命の解明と延伸による使い続けられるものづくり ＜新規＞ 

11 

「世界一の安全・安心社会の実現」領域 （運営統括：田中 健一） 

１．生活環境に潜む微量な危険物から解放された安全・安心・快適なまちの実現 

２．食・運動・睡眠等日常行動の作用機序解明に基づくセルフマネジメント 

  ＜新規＞ 

21 

「地球規模課題である低炭素社会の実現」領域 （運営統括：橋本 和仁） 

 「ゲームチェンジングテクノロジー」による低炭素社会の実現 
31 

「共通基盤」領域 （運営統括：長我部 信行） 

 革新的な知や製品を創出する共通基盤システム・装置の実現 
62 

大規模 

プロジェクト型 

（運営統括：大石 善啓） 

 センサ用独立電源として活用可能な革新的熱電変換技術 ＜新規＞ 
79 
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6.1  探索加速型 

 

 探索加速型では、以下の通り、文部科学省から示された重点公募テーマの設定に当たっての領域

（区分）に基づき、JST が重点公募テーマを設定します。 
 
 
 

重点公募テーマの設定に当たっての領域について 
 

「未来社会創造事業（探索加速型）」においては、研究開発を実施すべきテーマ（以下、重点公募

テーマという。）を国立研究開発法人科学技術振興機構が設定することとなっているが、その設定に

あたっての領域（区分）については、第５期科学技術基本計画を踏まえ、以下の５つの領域（区分）

とする。 

重点公募テーマの検討の際は、経済・社会的にインパクトのあるターゲットを明確に見据えた技

術的にチャレンジングな目標に果敢に挑戦することが本事業の趣旨であることを踏まえ、斬新で多

様なアイデアが幅広く集められるようにすることや、政府における各種方針と整合をとること、他

の国立研究開発法人等において重点的・挑戦的に実施されている研究開発について重複を避けるこ

となどに留意しつつ、戦略性をもって行うこと。 

 

①「超スマート社会の実現」 

当該領域は、将来の産業創造と社会変革に向けた新たな価値の創出の視点に留意しつつ、領域横

断的（横串的）な領域として設定する。具体的には、ネットワークや IoT を活用する取組を、もの

づくり分野の産業だけでなく、様々な分野に広げる研究開発や、超スマート社会において、我が国

が競争力を維持・強化していくための基盤技術の強化などを対象とする領域とする。また、衛星測

位、衛星リモートセンシング、衛星通信・衛星放送に係る宇宙に関する技術なども対象とする。 

 

②「持続可能な社会の実現」 

資源、食料の安定的な確保（資源の安定的な確保と循環的な利用、食料の安定的な確保）、超高齢

化・人口減少社会等に対応する持続可能な社会の実現（世界最先端の医療技術の実現による健康長

寿社会の形成、持続可能な都市及び地域のための社会基盤の実現、効率的・効果的なインフラの長

寿命化への対策）、ものづくり・コトづくりの競争力向上、生物多様性への対応などを対象とする領

域とする。また、海洋の持続可能な開発・利用等に資する海洋に関する技術なども対象とする。 

 

③「世界一の安全・安心社会の実現」 

自然災害への対応、食品安全、生活環境、労働衛生等の確保、サイバーセキュリティの確保、国

家安全保障上の諸課題への対応などを対象とする領域とする。 
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④「地球規模課題である低炭素社会の実現」 

2050 年の温室効果ガスの大幅削減に向け、エネルギーの安定的な確保とエネルギー利用の効率

化（省エネルギー技術、再生可能エネルギーの高効率化、水素や蓄エネルギー等によるエネルギー

利用の安定化技術）などを対象とする領域とする。 

 

⑤「共通基盤」領域 

新たな学際領域を切り拓き、世界最先端の研究成果をもたらす基盤として我が国の基礎科学力を

支え、持続的な科学技術イノベーションの創出に貢献する、広範で多様な研究開発活動を支える共

通基盤技術や先端的な研究機器などを対象とする領域とする。 
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6.1.1 「超スマート社会の実現」領域  

 

運営統括 

前田 章 

（元 株式会社日立製作所 ＩＣＴ事業統括本部 技師長） 

 

 

 

Ⅰ.「超スマート社会の実現」領域の目指すところ 

第 5 期科学技術基本計画や統合イノベーション戦略などで示されているように、Society 5.0 とは、

「サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させることにより、地域、年齢、性別、言語等による

格差なく、多様なニーズ、潜在的なニーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで経

済的発展と社会的課題の解決を両立し、人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、

人間中心の社会」と定義されています。 

本領域では、「超スマート社会」（Society5.0 と同義）を、「実世界のモノにソフトウェアが組み込

まれて高機能化（スマート化）し、それらが連携協調することによって社会システムの自動化・高効

率化を実現し、また新しい機能やサービスの実現を容易にする仕組みが実現された社会」と考えるこ

とを前提とします。これは単なる「スマートな社会」や Society4.0 とされる従来の「情報化社会」と

の違いは何か、という問いに対して、「情報技術がデータ処理などのサイバー空間内での処理を高度化

するものとすれば、超スマート社会では電力システムや交通システム、サービスロボットなど物理的

実体に情報技術によるインテリジェンスが埋め込まれ、それらの間の相互作用により全体システムと

しての自動化・自律化の範囲を拡げるとともに、新たなサービス・ビジネスが継続的に創出される仕

組みを備えた社会」と考えるものです。 

すなわち、「超スマート社会」「Society5.0」ではサイバー空間は実世界と切り離すことができず、

実世界のモノや既存の社会システムに埋め込まれたソフトウェアが IoT で相互連携することによって、

実世界（ハード）・ソフトウェアが一体となってシステム、または“システムのシステム”（System of 

Systems）を構成するものと考えます。 

このような考え方に基づいて、平成 29 年度は「多種・多様なコンポーネントを連携・協調させ、新
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たなサービスの創生を可能とするサービスプラットフォームの構築」を重点公募テーマとして設定し

ました。平成 30 年度はこれに加え、「API 化された現実空間のモノやシステムを制御する機能を実現

するため、モデリングやシミュレーションを用いてリアルタイム性や信頼性を担保する技術」を独立

した問題意識として切り出し、AI・ビッグデータ分析技術なども活用した新しいサービスプラットフ

ォームを構築するための重要技術として「サイバー世界とフィジカル世界を結ぶモデリングと AI」を

重点公募テーマとして追加しました。 

一方で、AI・ビッグデータ分析技術などを活用するにあたり、ビッグデータを用いた深層学習とい

う現在主流となっている技術を、実世界のモノや既存の社会システムに適用する上での課題が明らか

になってきています。具体的には、認識・推論結果の説明が困難で人間との協働に支障が生じる、ビ

ッグデータの収集が困難な例外的な事象や刻々と変化する環境への適用が難しい、学習に時間がかか

るためリアルタイムに処理ができない、などといった課題が指摘されています。Society5.0 の本質の

一つである「サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させる」ためには、これらの課題の解決が

必要不可欠です。 

このような問題意識に基づき、本年度の新規重点公募テーマとして「サイバーとフィジカルの高度

な融合に向けた AI 技術の革新」を設定します。このテーマは、平成 30 年度の重点公募テーマ「サイ

バー世界とフィジカル世界を結ぶモデリングと AI」を、「モデリングと AI の連携・融合」という技術

的なテーマ設定に加えて、実世界での AI 技術活用における課題解決を含んだより幅広いテーマへと

再編・拡充させ、改めて新規重点公募テーマとして設定するものです。 

本テーマでは、具体的な応用ターゲットと、それを実現するための技術的課題を明確に設定するこ

とが重要です。また課題解決のために幅広い分野における技術を融合・組み合わせたアプローチが必

要になることも想定されます。学術界と産業界の連携も重要です。本テーマの趣旨を踏まえた研究開

発提案が多くの方から寄せられることを期待します。 
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Ⅱ. 重点公募テーマ 

 

サイバーとフィジカルの高度な融合に向けたＡＩ技術の革新 

 

 

テーママネージャー 

鷲尾 隆 

（国立大学法人大阪大学 産業科学研究所 教授） 
 

 ※本重点公募テーマでは、運営統括の研究開発マネジメントを補佐する 

  テーママネージャーを配置します。 

 

 

（1）テーマの説明 

Ⅰ.「超スマート社会の実現」領域の運営方針の通り、Society5.0 はサイバー空間とフィジカル空間

の高度な融合により人々がよりよい生活を送ることのできる社会と定義されており、本領域ではこの

定義を、サイバー空間とフィジカル空間の融合、すなわち実世界のモノにソフトウェアが組み込まれ、

それらが連携・協調することで、新しい機能やサービスの実現を容易にする仕組みが実現された社会

と捉えています。「サイバー空間とフィジカル空間の高度な融合」のためには、特に実世界（フィジカ

ル空間）の複雑で時々刻々と変化する状況に対応し、センシングによって収集されたデータに基づい

て判断や最適化を行い、実世界への制御・操作・働きかけといったフィードバックを行うというサイ

クルを繰り返し実行することが必要です。実世界の対象は、例えばエネルギーや交通、ものづくりの

全体サイクル、防災・減災などの様々な社会システム（Society5.0 の先導 11 システム）や、それに

関わる人間自身を含みます。加えて、ものづくりのシステムを例にすると、いわゆる Industrie4.0 で

謳われているデジタルツインの考え方で扱われている工場や製品の設計、IoT を駆使した制御・保守

の仕組みなど、システムの構成要素も含みます。これは、他の社会システムも同様です。 

一方で AI/機械学習技術の近年の発展はめざましく、急速に応用範囲を拡大しています。いわゆる

ビッグデータ的なアプローチは強力ですが、一方で深層学習（ディープラーニング）の結果は人間が

理解困難なブラックボックス的になることや、故障など例外的な事象への対応力は必ずしも十分では

ないこと、変化する環境の中でリアルタイムに動作を適応させることは容易ではない、などの点が指

新規 
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摘されています。Society5.0 の実現、サイバー空間とフィジカル空間の高度な融合のためにはこれら

の課題の解決が必要不可欠であると考えられます。 

そこで、AI 技術を実世界で適用する際に顕在化するさまざまな課題を解決することを目的とし、「サ

イバーとフィジカルの高度な融合に向けた AI 技術の革新」を本年度の重点公募テーマとしました。こ

のテーマは H30 年度に設定した「サイバー世界とフィジカル世界を結ぶモデリングと AI」での問題

意識を含み、新たに再編・拡充させ、新重点公募テーマとして設定したものです。 

本重点公募テーマでは、Soceity5.0 で想定されているシステムやアプリケーションの実現に向けて、

説明可能 AI による利用者側の主体性・受容性の担保、安全性・信頼性の担保、変化への対応能力、リ

アルタイム性を要求される環境での実行速度と精度の確保など、AI 技術の実適用におけるさまざまな

課題を解決する革新的な AI 技術の開発を目標とします。 

具体的には以下のような研究内容を想定しています。 

①帰納型と演繹型を融合した説明可能な AI の実現 

②変化する事象へ対応できる追加学習やオンライン学習等の学習メカニズムの構築 

③実世界の事前知識としてのモデルの組み込み等による少数データからの学習の実現 

④学習済みニューラルネットからのモデル構造の抽出 

⑤動作・信頼性保証や信頼性を保証したシステムの開発技術の確立 

⑥分散環境において個別の学習結果を統合・融合する学習アルゴリズムの開発 

⑦学習アルゴリズムの高度化による抜本的な省電力化・高速化など 

これらは例であって、サイバーとフィジカルの高度な融合を目指すというテーマ趣旨に合致する AI

技術であれば、これ以外の研究内容の提案ももちろん可能です。 

また、本テーマは、実現する新たな価値について具体的な応用ターゲット（ユースケース）例を念

頭に置き、その到達のためのシナリオを描きつつ研究を推進します。新規性のある尖った技術の研究

開発に加え、それを具体的にどんな分野に適用してどのような価値を実現しようとするのかというシ

ナリオ（仮説）を提案いただく事を採択の条件といたします。 

※本格研究終了時点での社会実装を必須とするものではありません。企業が実用化可否を判断でき

る段階（POC）を目標とします。 
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（2）募集・選考・研究開発推進にあたっての運営統括の方針 

 ① 募集・選考の方針 

本テーマでは、運営統括およびテーママネージャーの監督のもと、研究開発を進めていただきます。 

Soceity5.0 で扱う複雑かつリアルタイムに変化する人間を含めた社会システムを安心・安全に運用

し、かつ新しい価値を実現するための挑戦的な AI 技術の提案を募ります。また、以下の方針に従って

提案を検討するという前提で、提案の時点で開発する技術が仮説段階である、体制構築が不十分であ

るといった場合でも、応募は可能です。 

全ての提案は、具体的にどのようなシステムやアプリケーション、サービスに AI を適用するのか、

適用することによってどのような価値（社会的・経済的インパクト）を創出するのか、その将来像が

構想されていることを求めます。その上で、適用のためのボトルネックとなっている技術的課題を特

定し、それを解決する手段を明らかにしてください。 

AI 適用にあたっては、第五世代通信（５G）のサービスインなどにより IoT 環境が劇的に進化する

中で AI の持続的な技術発展や実装を目指すため、①これまでにない新しい AI 適用分野を開拓する、

もしくは、②日本が強みをもつモノやシステムに AI を適用することを重視します。下図は１つのイメ

ージですが、AI が大きな価値を生み出す分野を特定し、そこにフォーカスして研究開発を推進するこ

とで、システムの利用者数と学習データを増加させ AI の持続的な進化を促進し、激化する国際競争を

勝ち抜くことを期待しています。下図のような「学習データ等の増大を通じて AI の精度や信頼性を高

める」ことのほか、適用分野によっては「AI 技術と現場作業者の協調を重ね、共進化することで AI の

精度や信頼性を高める」ことも重要な手法となりますので、これらに限らず、より効果的な手法を柔

軟に検討いただくことを期待します。 

 

 
 

システムの競争力が強化
機能・性能・信頼性の向上
コストの削減、利用可能対象の拡大

システムの利用者数が増大

学習データが増大
（新規事例も追加）

AI技術が進化

AI研究開発を加速
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本格研究期間を通じた POC とその達成に向けた研究開発計画は当然として、その先の将来像の実

現に向けたシナリオも可能な限り描いてください。また、社会的・経済的インパクトやシナリオが不

明瞭な場合は、探索研究にてそれを明らかにするための調査等を行い、具体的な将来像を構想するこ

とを求めます。 

 

（技術について） 

具体的なユースケースやシナリオに基づき、サイバーとフィジカルの高度な融合を目指す革新的な

AI 技術開発の提案を歓迎します。（1）テーマの説明に記載している①～⑦にとどまらず、新たな発想

に基づいたチャレンジングな提案を期待します。 

 

（チームの体制について） 

当初から構想を全てカバーするチーム編成にする必要はありません。探索研究中にチーム体制を構

築するという提案も可とします。その場合は、以下の点について提案書に明記してください。 

・どのような研究者と連携して研究を実施したいか 

・連携するためにどのような活動を行う予定か 

提案書の連携プランを元に、選考時や採択後に、提案した研究者同士の連携を JST から促す場合が

あります。 

 

 

 ② 研究開発の推進方針  

探索研究は、本格研究（原則 5 年間）の準備期間と位置づけます。探索研究の期間は原則 2 年半

（令和 3 年度末まで）とします。 探索研究では、具体的には、以下の研究に取り組むことを想定して

います。  
 

・研究成果が将来もたらす社会的・経済的インパクトやそのシナリオについて検証する  

・技術的フィージビリティを検証し、技術開発ターゲットと研究計画を具体化する  

・必要に応じ AI・モデルの研究者、企業なども含めた実効的な体制作りを進める  
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また、探索研究中や本格研究への移行時には、選択と集中のみならず、プロジェクトチーム内サブ

チームの再編も含む大胆な体制の組み替えもあり得ることを前提とします。研究の進捗状況により、

より早い段階で本格研究に進むプロジェクト（研究開発課題）もあり得ます。  

 

 ③ 期間・研究開発費  

2019 年度に開始する研究開発課題は、探索研究の期間は最大２年半、研究開発費は探索研究期間

全体で総額 3,500 万円（直接経費）を上限として計画してください。 

本格研究の期間は最大 5 年、研究開発費は本格研究期間全体で総額 7.5 億円（直接経費）を上限と

して構想してください。 

なお、採択後は研究内容に応じて柔軟な予算配分を行います。 
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6.1.2 「持続可能な社会の実現」領域  

 

運営統括 

國枝 秀世 

（科学技術振興機構 参与／名古屋大学 参与） 

 

 

 

Ⅰ.「持続可能な社会の実現」領域の目指すところ 

「持続可能な社会の実現」は、我が国のみならず人類全体の究極的な目標です。世界の開発の方向

が経済発展だけでなく持続可能（sustainable）な社会を目指すことに舵を切っており、そのことは国

連の掲げる SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）にも表されるなど、生

活の質を高めつつ、社会が持続的に維持・発展する方法が問われています。 

我が国の置かれた状況に着目すると、気候変動やグローバリゼーションなど地球規模の環境変化の

中で、20 年以上に亘って経済が停滞し、特に日本が得意としていた製造業をはじめとする多くの産業

の国際競争力にかげりが見られます。また、世界各国より速いペースで進む少子高齢化により人口減

少が始まり、労働生産人口の減少や社会的な支援を要する高齢者の増加など、国民生活の持続可能性

が危ぶまれていることも事実です。本領域においては、科学技術を最大限に活用してこれらの「環境」

「社会」「経済」の変容に対してしなやかに適応し、より質の高い成熟した社会の実現を目指します。 

本領域の重点公募テーマは、テーマ提案募集に応募いただいたアイデアや様々な分野の有識者との

議論等を踏まえ、持続可能な社会の実現に向けた自然環境（生態系サービス）と人間の Well-being の

向上／未来世代の利益の最大化を目標として検討しています。 

2017 年度は、「新たな資源循環サイクルを可能とするものづくりプロセスの革新」と「労働人口減

少を克服する“社会活動寿命”の延伸と人の生産性を高める『知』の拡張の実現」を重点公募テーマと

して策定しました。2018 年度は、この 2 つに加えて、「将来の環境変化に対応する革新的な食料生産

技術の創出」を設定しました。 

本年度は、「革新的な食料生産技術」の 2 回目の公募を行うとともに、2019 年度に新規に設定した

重点公募テーマ「モノの寿命の解明と延伸による使い続けられるものづくり」について研究開発提案

を募集します。 
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持続可能な社会の実現に向けては、未来志向の研究者・実践者の層を拡げることが重要であり、多

様な研究分野・ステークホルダーが一体となって未来に向かってチャレンジすることが必要だと考え

ます。そのため、本領域では、若手の登用や学際的研究体制の構築などに積極的に取り組みます。 

 

 

 
図１：テーマアイデア提案等をもとにした「持続可能社会」領域に求められる価値・対象分野の俯瞰と、 

推進中の重点公募テーマ 
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Ⅱ. 重点公募テーマ 

 

1．将来の環境変化に対応する革新的な食料生産技術の創出 

 

（１）テーマの説明 

本重点公募テーマでは、資源枯渇や気候変動、経済状況や人口構成の変動等、自然や社会の環境変

化に対応する、安定的・持続的な食料確保技術の確立を目指します。2019 年度の募集においても引

き続き動物性たんぱく質の供給源となる食料に焦点を絞り、既存の畜水産の単なる効率化に留まらな

い、革新的な食料生産技術の創出を目指します。 

 

世界の食料需要は、地球の人口の爆発的増加と発展途上国の生活水準向上等による需要増から、

2050 年に 2000 年比で 1.55 倍1に増加すると見込まれるとともに、食料以外の用途（バイオ燃料等）

への利用増大もあいまって需給の逼迫が懸念されています。しかし、耕地面積の大幅な増加は期待で

きない一方、単位面積あたりの収量（単収）の増加は鈍化しています。この危機感は、国連の SDGs

における目標のひとつとして「Goal 2. NO HUNGER」が掲げられ、世界的に重視されています。食

料の中でも動物性たんぱく質の主な供給源である畜肉や魚肉は、経済的に豊かになると食が高度化し

消費量が大きくなることから、肉類の需要増加は世界の農産物全体を上回る（2050 年までに約 1.8

倍2）ことも予測されています。一方、現状の畜水産において主要な生産手法である肥育や養殖等では、

得られる畜肉・魚肉の数倍から 10 倍近い飼料が投入されるなど、極めて低い効率で生産されていま

す。あわせて、肥飼料残渣や廃棄物等により大きな環境負荷が発生するなど持続可能性が危ぶまれて

います。したがって、持続可能な生産技術へのジャンプアップが強く求められているところです。 

こうした背景の中で、本重点公募テーマでは、動物性たんぱく質の供給源となる食料を対象に、こ

れまでにない新しい方法による食料生産技術の研究開発を通して、環境変化に影響されない、持続可

能性の飛躍的な向上により、食を通じた豊かなくらしの実現、新しい食品産業の創出、ひいては世界

からの飢餓撲滅に貢献します。 

  

                                                   
1 農林水産省の推計「2050 年における世界の食料需給見通し」（2012 年 6 月） 
2 国際連合食糧農業機関（FAO）レポート「World Agriculture Towards 2030/2050」（2012 年 6 月） 

継続 
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（２）募集・選考・研究開発推進にあたっての運営統括の方針 
 

 ① 募集・選考の方針 

2019 年度の募集においても、引き続き動物性たんぱく質の供給源となる食料に焦点を絞り、社会・

自然環境の変化への対応を目的とした革新的な生産技術の研究開発提案を求めます。 

将来起こるであろう現実的な社会・自然の環境変化を想定し、その中での食料生産技術のボトルネ

ック（科学技術的課題および社会実装上の課題）を特定した上で、革新的な科学技術を中核に据えた

解決法について提案してください。 
 

本重点公募テーマの 2018 年度募集においては、再生医療技術を応用して畜肉の培養生産を目指す

4 課題と、プロバイオティクスや発生工学を活用して水産養殖の手法を根底から変えることを目指す

3 課題を採択しました。 

2019 年度の募集においても、これまでにない新しい方法による食料生産技術（例えば畜肉や魚介

の培養生産）や、持続可能性を飛躍的に向上させる畜水産システム（例えば新奇なアイデアを基盤と

した飼餌料生産）、その他ハイインパクトな食料産業創出に必要な技術（例えば畜水産以外も対象とし

た革新的技術）等、これまでの手法の延長・改良ではない革新的な手法で動物性たんぱく質を生産す

る技術について、2018 年度採択課題の分野・アプローチを超えるような新規性・効率性等の高い提

案を重点的に求めます。既存の研究分野を超えた新規分野からの参入提案も強く期待します。 

なお、2018 年度に採択した研究開発課題の概要は未来社会創造事業の Web サイトにて公開してい

ますので参考にしてください（https://www.jst.go.jp/mirai/jp/program/sustainable/）。 

 

提案書には、以下を必ず記述してください。いずれも可能な限り具体的・定量的に示されることを

強く期待します。 
 

 提案内容の社会実装の具体的なイメージと、現実的に想定する社会・産業的インパクトの大きさ 

⁃ 国内に限定する必要はありません。 

 前項「社会実装のイメージ」を実現する際に障壁となる、現状では解決が難しいボトルネック 

⁃ 社会実装に向け、科学技術的な側面だけではなく多面的な検討が必要です。 

⁃ ボトルネックは 1 つに限定する必要はありません。複数存在する場合は、キーとなるボトル 

ネックを重点的に記述してください。 
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 本格研究終了時に達成を目指す POC（社会・産業界が実用化の可能性を見極められる段階） 

⁃ 前項「ボトルネック」を解決する革新的な科学技術を明示することが必要です。 

 POC 達成を見据えた探索研究の目標（本格研究に進む前段階として必要な確認・実証・構築等） 

探索研究においては、POC のフィージビリティを確認するため、例えば以下のような実施内容を

必要に応じて含むことを想定しており、その内容に対応する目標設定を求めます。 

⁃ アイデア段階にある技術の理論実証や必要な要素技術の詳細検討等、科学技術面での 

フィージビリティの確認 

⁃ 社会実装に向けたボトルネック解消に係る研究等、社会実装面（例えば社会受容性）での 

フィージビリティの確認 

⁃ 社会・産業ニーズの詳細な調査等、社会・経済的なインパクトの確認と最大化に係る検討 

⁃ インパクトを最大化するために必要な企業・アカデミアによる研究開発チーム編成等、本格

研究での研究開発体制に係る検討 

 

ゲノム操作を利用した食料生産も研究開発の対象としますが、その技術によって生産された食料が

国内や海外でどのように社会的に受容されていくかを想定し、研究開発対象・目標をどのように設定・

最適化しているかの記述を必須とします。 

 

（対象外とする研究開発課題） 

 食品加工、保存や輸送手段等の、食料生産後のボトルネック解消を主な目的とする課題は対象

としません。 

 現状のマーケットでの展開を主な目的とした食料の単なる高品質化・高付加価値化等は 

対象としません。 

 革新的な科学技術によるキーボトルネック解決を目指していることから、既存技術の単な

る対象拡大や生産の単なる効率化・大規模化・省力化、啓発・普及・多点展開等を主な目的

とした課題は対象としません。 

 

（特に期待する提案） 

チャレンジングな研究提案や、既存の研究分野を超えた新規参入を歓迎します。アイデア段階、仮

説段階の研究構想であっても、提案時点で何が不足しており、探索研究期間中にそれらの課題にどの
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ように取り組むのか、その構想が客観的・具体的に示されていれば、提案は可能です。 

 

 ② 研究開発の推進方針 

研究開発運営会議においては、会議やサイトビジット、研究会等を通じて適切な助言・指導を行え

るマネジメント体制を整え、運営統括をはじめとする運営会議と研究開発実施者が一体となって、テ

ーマ目標の実現を目指した研究開発を推進していきます。 

本重点公募テーマは、食料生産の飛躍的な持続可能化・安定化を目的とするものであり、革新的な

科学技術の創出を前提とすることから、従来の学術分野を超える積極的な異分野融合が効果的だと考

えられます。また、将来的には社会の強い実需につなげる必要があることから、企業・社会とアカデ

ミアとの連携も強く期待されます。そのような状況を踏まえ、国内の関連する事業等と連携を図りつ

つ、成果の最大化に向けた研究開発を推進します。 

また、ボトルネックの解消等による社会・経済への大きなインパクトが見込まれた段階で、社会や

産業への適用・応用が急速に進むことが想定されることから、探索研究期間の途中であっても積極的

に本格研究への移行を検討することとします。社会・経済的インパクトの最大化において必要だと運

営統括が判断した場合は、採択時点、研究遂行中に関わらず、複数の研究開発課題の融合・統合や研

究開発計画の改善等（チーム編成や予算の見直し、中止を含む）を行うことも想定しています。 

 

 ③ 期間・研究開発費 

2019 年度に開始する研究開発課題は、探索研究の期間は最大２年半、研究開発費は探索研究期間

全体で総額 1,000～4,000 万円（直接経費）として計画してください。 

本格研究の期間は最大 5 年、研究開発費は本格研究期間全体で総額 7.5 億円（直接経費）を上限と

して構想してください。 

なお、採択後は研究内容に応じて柔軟な予算配分を行います。 
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2．モノの寿命の解明と延伸による使い続けられるものづくり 
 

（１）テーマの説明 

本重点公募テーマでは、世界市場の拡大が期待されている複合材を対象に、複合的な現象である疲

労・劣化の原理や破損・破壊につながる機構を解明して、製品に残された寿命（余寿命）を高精度に

推定する技術を確立することにより、継続使用・再使用の促進、限界設計による必要最小限の資源利

用、より長寿命かつ高機能な素材設計等の達成を目指します。 

製品の機能を保持しつつ材料の使用量を最小化する技術は、低コスト化に直結するだけでなく、資

源の有効活用や輸送・移動コストの最小化（省エネルギー化）につながるなど、ものづくりの基盤と

なっています。その中でも、特に強度が要求される構造部材・強度部材等については、省資源・省エ

ネルギー化の国際競争の激化など社会的・経済的要請も後押しして重点的に研究開発が進められてき

ました。中でも、複数の素材の異なる性質を利用し高強度・軽量性といった特徴を併せ持つ複合材に

注目が集まり、開発・利用が進められつつあります。さらに、複合材の耐熱性や成形（造形）性に着

目すると、従来の素材では実現できなかった新しい領域のものづくりへの応用が期待され、「廃棄から

循環へ、所有から共有へ」と価値観が大きく変化している今、そのニーズを先取りした継続使用・再

使用する新しいものコトづくりに広く利用される可能性を秘めています。 

しかし、現状においては複合材の使用範囲は特定領域に限られており、その特性を活かした応用や

普及が進んでいる状況とはいえません。例えば、炭素繊維強化プラスチック（Carbon Fiber Reinforced 

Plastics：CFRP）は高い強度が要求される構造部材・強度部材としての展開が有望視されていますが、

使用に伴う疲労や劣化が破損・破壊に及ぼす影響を定量化できていないことから、安全性・信頼性確

保のために余裕をもって厚みを増した設計をせざるを得ず、軽量であることのメリットを十分に活か

せていない、というケースがあります。また、疲労や劣化による変化を詳細に把握できず、一度使用

した製品・部品に残された機能や寿命の高精度な評価ができないため、品質保証が難しく、継続使用・

再使用が進んでいません。つまり、複合材における異素材間の界面や現象の相関の複雑性により、疲

労や劣化、破損・破壊に関する基礎過程、複合現象に対する科学的理解が進んでいないことが、複合

材本来の高強度・軽量などの特性を最大限有効に活かすことの障壁になっていると言えます。 

本重点公募テーマでは、複合材に発生する未解明の現象に対する科学的理解を進め、複合材の持つ

性能・機能を最大限活用することにより、ものづくりのみならず使用方法にも革新をもたらすことに

よって、国連の SDGs（Sustainable Development Goals）の 9 および 12 にも掲げられている「資

源利用効率の向上と持続可能な消費生産形態の促進」に貢献するとともに、変わりゆく社会や人々の

ニーズに応じながら環境的・経済的に持続可能な社会の実現を目指します。 

新規 



第６章 募集対象となる重点公募テーマ･技術テーマ 

募集要項別紙 - 18 - 

（２）募集・選考・研究開発推進にあたっての運営統括の方針 
 

 ① 募集・選考の方針 

本重点公募テーマでは、母材と強化材料で構成される複合材の、疲労・劣化の過程と破損・破壊に

つながる機構を学理に立ち戻って科学的に解明し、高精度な余寿命推定技術を確立することにより、

高寿命かつ高機能な素材設計等を可能にする研究開発提案を募集します。 

継続使用・再使用や限界設計、素材設計へのフィードバック等、社会的にもインパクトのある具体

的な適用先からバックキャストした提案であることが必要です。疲労・劣化の素過程についてこれま

で未解明の部分も含めて科学的な理解を深め、破損・破壊につながる機構を解明し、高精度な余寿命

推定を可能にする技術構築を POC として設定することを必須とします。 
 

提案においては、素過程による物理描像から最終的な余寿命推定、素材の持つ機能を最大限活用し

た設計へのフィードバック等に至るまでの明確な構想のもと、一連の研究開発として計画することが

必要です。その際、疲労・劣化における、温度、水蒸気、紫外線、繰り返し負荷などの複合的な環境

要因を考慮する必要があります。 

特に、モノの寿命の解明の観点では、破壊試験データをもとにした統計処理による寿命シミュレー

ションモデルなどといった従来手法の延長上ではなく、原理に基づいた機構解明をベースにした余寿

命推定ができるような提案を求めます。例えば、以下のような研究開発要素が含まれることが必要と

考えられます。 

- 疲労・劣化の素過程の理解 

- ミクロからマクロに進展するマルチスケールでの現象解明 
 

特定の母材・強化材料の組み合わせや、特定の製品・使用環境の組み合わせにとどまらず、より広

範な製品や新規素材開発に貢献することを目的とした研究開発を望みます。 

本テーマでは、既存の研究分野を超えた新規分野からの参入提案や、技術領域・技術分野を横断し

て協働するような提案を期待いたします。また、従来の技術の延長上にないチャレンジングな提案を

期待しています。 
 

探索研究においては、POC 達成のキーポイントとなる、最大の科学技術的ボトルネックの解決や

その実現可能性確認に重点を置いて研究開発を実施するとともに、本格研究に向けた検討、POC 達

成に必要かつ最適な研究開発チーム構成の検討や本格研究構想のブラッシュアップ等を実施するこ

ととします。 
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提案書には、以下を必ず記述してください。いずれも、可能な限り具体的・定量的に示されること

を強く期待します。 

 提案が目指す社会実装の具体的イメージと、現実的に想定する社会・経済的インパクトの大きさ 

⁃ 継続使用・再使用や限界設計、素材設計等の、インパクトのある具体的な適用先を見据える

ことが必要です。 

 本格研究終了時に達成を目指す POC（社会・産業界が実用化の可能性を見極められる段階） 

 POC 達成を見据えた本格研究の構想 

- 機構を解明する観察手段、物性試験など単一の研究だけではなく、素過程に基づく物理描像

から最終的な余寿命推定に至る一連の研究開発であることが必要であり、さらには素材の持

つ機能を最大限活用した設計へのフィードバック等まで見据えてください。 

 本格研究に向けた探索研究の目標・実施内容 

⁃ 探索研究は、POC 達成に向けたフィージビリティ確認を行うものであり、最大の科学技術的

ボトルネックの解決やその実現可能性の確認に集中的に取り組む実施内容であることが求め

られます。 
 

 
図 1：本重点公募テーマの目指す全体像 
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 ② 研究開発の推進方針 

研究開発運営会議においては、会議やサイトビジット、研究会等を通じて適切な助言・指導を行え

るマネジメント体制を整え、運営統括をはじめとする運営会議と研究開発実施者が一体となって、テ

ーマ目標の実現を目指した研究開発を推進していきます。 

本重点公募テーマにおいては、社会・経済への大きなインパクトが見込まれた段階で、社会や産業

への適用・応用が急速に進むことが想定されることから、探索研究期間の途中であっても積極的に本

格研究への移行を検討することとします。また、社会・経済的インパクトの最大化において必要だと

運営統括が判断した場合は、採択時点、研究遂行中に関わらず、複数の研究開発課題の融合・統合や

研究開発計画の改善等（チーム編成や予算の見直し、中止を含む）を行うことも想定しています。 

 

 ③ 期間・研究開発費 

2019 年度に開始する研究開発課題は、探索研究の期間は最大２年半、研究開発費は探索研究期間

全体で総額 1,000～4,000 万円（直接経費）として計画してください。 

本格研究の期間は最大 5 年、研究開発費は本格研究期間全体で総額 7.5 億円（直接経費）を上限と

して構想してください。 

なお、採択後は研究内容に応じて柔軟な予算配分を行います。 
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6.1.3 「世界一の安全・安心社会の実現」領域  

 

運営統括 

田中 健一 

（三菱電機株式会社 技術統轄） 

 

 
 

Ⅰ.「世界一の安全・安心社会の実現」領域の目指すところ 

私たちが生きる社会は常に変化しています。この社会の変化に先んじて、私たちは実現すべき「安

全・安心」を常に模索し、準備を重ねていく必要があります。 

本領域では「安全・安心」を提供する様々な形のサービス、あるいはサービスのための必要技術の

研究開発を実施し、POC を達成することを求めますが、とりわけ重要と考えているのは本成果を活用

して行われる活動の継続性です。継続的なサービスを提供するためには、ビジネスモデルをきちんと

設計し経済の好循環を実現することが必要です。そのために、「安全・安心」というキーワードから連

想される、現在明らかになっているネガティブな要因を低減・排除するというイメージにとらわれず、

ポジティブな要因を加えて、快適さ・喜びを追求するサービスに関する提案も積極的に求めたいと思

います。 

2019 年度は、2017 年度に設定した日常の安全・安心の確保を狙いとした重点公募テーマ「ヒュー

メイン※なサービスインダストリーの創出」（※ヒューメイン（humane）は、人道的、人情的という

意味や、人を高尚にするという意味を持ちます。）の新規募集終了にあわせ、特に、健康の基本となる

食・運動・睡眠等の日常行動にフォーカスした重点公募テーマ「食・運動・睡眠等日常行動の作用機

序解明に基づくセルフマネジメント」を設定しました。2018 年度設定の重点公募テーマ「生活環境

に潜む微量な危険物から解放された安全・安心・快適なまちの実現」と合わせて２つのテーマで公募

を行います。 

重点公募テーマ「生活環境に潜む微量な危険物から解放された安全・安心・快適なまちの実現」に

ついては、昨年度の選考採択実績を踏まえ、「大気」を中心とした提案を重点的に募集します。 

2019 年度に募集するテーマの詳細は各重点公募テーマの説明、これまでの重点公募テーマとの関

連性については、下記の概略図を参考にしてください。 
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図１：「安全・安心」領域における重点公募テーマの位置づけ（概略図） 
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Ⅱ. 重点公募テーマ 

 

1．生活環境に潜む微量な危険物から解放された安全・安心・快適なまちの実現 

（1）テーマの説明 

本重点公募テーマでは、生活環境に潜む微量な危険物の検出と、除去などの対応を広域で実施する

ための研究開発を実施し、そこで暮らす人々が誰一人取り残されることなく安全・安心・快適を享

受できるまちの実現を目指します。 

 

私たちが普段当たり前にその恩恵を享受している空気や水は、まちという広範囲の空間において多

くの人々と共有しているものです。一方で、ウイルスや花粉、化学物質等、健康を害する要因となる

微量な危険物3が潜んでいることが知られており、ひとたび酷く汚染されると多くの人々の健康に悪影

響を及ぼしてしまいます。 

私たちの身近な生活環境としては大気や水の環境が挙げられます。安全・安心・快適なまちを実現

するには、大気や水に対する個々人の対応（例えばマスクの着用や家庭用浄水器の設置など）が有効

な場合もありますが、理想的な未来社会を考えれば、できるだけ個人の負担を軽くすること、不安要

素を取り除くことが国の研究開発の役割といえるでしょう。 

特に、大気清浄化については、近年人々の関心が高く、科学的な妥当性は検証の余地があるものの、

世界中で様々なアイデアが提示されています。例えば、PM2.5 等による大気汚染が深刻化している中

国において、高さ 100m の世界最大の空気清浄タワーを稼働させたというニュースが近年話題になり

ました。また、エレクトロラックス・デザイン・ラボ 2014 に応募され 3 位に入選した未来のドロー

ン「UrbanCONE」は、まるで水の中にいるかのように空中を浮遊し、大気中の汚染物質を浄化してく

れるというコンセプトを提示しました。このような PM2.5 等の汚染物質の除去に加え、国民病である

花粉症への対策や、毎年 1,000 万人以上が罹患するとされる季節性インフルエンザウイルスの流行を

抑制する方法については、これまでも多くの研究が推進されています。その一方で、大気中を浮遊す

るウイルスを検出・制御する有効な手段は未だ確立されておらず、また、新型インフルエンザウイル

ス等の新種の感染症は原因となるウイルスを人体から検出するのに時間を要するなど、今なお課題が

残っている研究領域です。 

                                                   
3 本重点公募テーマにおける危険物とは、各種法令で定められた危険物よりも広く一般的に、人に直接的に悪影響を

及ぼす原因物質を想定しています。 

継続 
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本重点公募テーマでは、「誰もが守られていると実感できる社会」の実現という「世界一の安全・安

心社会の実現」領域における目標の一環として、多くの人が住まい行き交うまち全体、すなわち生活

環境を科学技術により改善させることを目指します。 

 

（2）募集・選考・研究開発推進にあたっての運営統括の方針 

 ① 募集・選考にあたっての方針 

 2019 年度のポイント 

・2019 年度は「大気中に含まれる（浮遊する）危険物」に関する提案を重点的に募集します。 

・採択件数は 2 件程度を予定しています。 

 

本重点公募テーマにおいて研究開発の対象となる危険物としては、各種法令で定められた危険物よ

りも広く一般的に、人に直接的に悪影響を及ぼす原因物質を想定していますが、顕在/潜在的を問わず

現在の日本の生活環境に存在するものを主な対象とします。未来社会創造事業では社会経済的なイン

パクトが大きいものを対象とするという前提から、本年度は、大気中に潜んでいるウイルスや花粉、

化学物質等の微量な危険物を主な対象とします。それらを大気中から迅速に高感度で検出し、人への

健康被害等の影響が出ないよう除去するなどの制御を可能とする研究開発や、人体から危険物を迅速

に検出し、対応する研究開発等を推進し（但し、医療による予防や治療を目指した研究開発は対象外）、

安全・安心・快適なまちの実現を目指します。また、必要に応じて危険物への対応における政策規制

等も踏まえ、POC の引き取り手など社会実装に向けた道筋が明確となるよう留意してください。 

提案に当たっては、上記を参考にまず危険物を特定し、その危険物への対応をどのように行うかを、

2030 年の社会実装イメージを含めて明確に記述してください。危険物への対応にあたっては、どこ

に高度な科学技術が必要になるかも重要な評価項目となります。 

大気中に含まれる危険物として、例えば、季節性インフルエンザがどのように広がっていくかはま

だ明らかになっていませんが、その理由のひとつとして、既に感染し発症した患者（あるいは感染し

た動物）以外からインフルエンザウイルスを検出することが難しいことがあげられます。インフルエ

ンザの発症は、ウイルスとの接触が契機になることが知られています。生活環境のどこにどのくらい

のインフルエンザウイルスがいるのかがわかるようになり、その除去が可能になれば、社会に大きな

価値をもたらすと考えられます。具体的な測定方法や測定のためのインフラ構築について POC を示

すことができれば、企業が引き取る可能性は十分にあるといえるでしょう。また、新型インフルエン
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ザなどの場合には、ウイルス検出のための培養・増殖に時間を要するため、感染拡大前に防止策を講

じるには、大気中からウイルスを迅速かつ高感度に検出する方法の開発なども求められています。一

方、花粉についてはある程度飛散していることは周知の事実であるため、飛散数の正確な検出よりも、

どのようにすれば人への曝露を防げるかという対応策を提示いただく必要があります。 

なお、「大気中に含まれる（浮遊する）危険物」に関する提案のみならず、生活環境から不安要素を

取り除くというテーマ趣旨に合致し、ハイインパクトな POC を描くことができる技術であれば、これ

以外の研究内容の提案も歓迎します。 

本重点公募テーマでは上述のような研究開発の実施を通じ、①花粉が飛ばないまち、②マスクのい

らないまち、③ウイルスを恐れないまち等、さまざまな人が行き交うまちに新たな付加価値をもたら

すことを目指します。 

 

  

図 2：生活環境に潜む微量な危険物から解放された安全・安心・快適なまちの実現の目指すところ 

  

花粉が飛ばないまち マスクのいらないまち

ウィルスを恐れないまち

安全・安心・快適なまち
を目指して
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 ② 研究開発の推進にあたっての方針 

研究開発運営会議メンバーによる研究計画の確認やサイトビジット等を通じて、助言・指導できる

研究マネジメント体制を整え、領域一丸となって、「誰もが守られていると実感できる社会」の実現を

目指します。 

また、探索研究から本格研究への移行に際しては、研究課題に参画する個別のグループや研究テー

マ等の組み替え、中止等、体制の再構築を行うことも想定しています。 

 

 ③ 期間・研究開発費 

2019 年度に開始する研究開発課題は、探索研究の期間は最大２年半、研究開発費は探索研究期間

全体で総額 3,000 万円（直接経費）を上限として計画してください。 

本格研究の期間は最大 5 年、研究開発費は本格研究期間全体で総額 7.5 億円（直接経費）を上限と

して構想してください。 

なお、採択後は研究内容に応じて柔軟な予算配分を行います。 
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2．食・運動・睡眠等日常行動の作用機序解明に基づくセルフマネジメント 

 

（1）テーマの説明 
 

本重点公募テーマでは、健康維持の基本である食・運動・睡眠等の生体における作用機序を解明す

る研究開発を実施することにより、真に効果的な行動をおこすための科学的エビデンスを形成し、

健康維持のためのセルフマネジメントが広く普及することを目指します。これにより、個人に最適

な健康活動の提示が可能なサービスを次々と生み出すための基盤を構築し、健康長寿社会の実現を

目指します。 

 

「食」「運動」「睡眠」は私たちが日々の健康を維持するうえでもっとも基本となる３原則と言われ、

私たちが人生を通じて健康でいられる期間（健康寿命）を長くするためには、調和のとれた食事、適

切な運動、十分な休養・睡眠の徹底など、これらの日常行動の適切な管理が不可欠と考えられます。

日本は超高齢化社会をむかえていると言われており、身体に不調を訴える人や不健康な人などの割合

が増えて医療費が増大すると、国の財政を圧迫してしまい、医療保険などの社会保障の継続性にも深

刻な影響を与えてしまう可能性があります。健康寿命を長く保つことは、私たちが社会参加できる期

間を長くすることにもつながります。日本のような超高齢化をむかえつつある社会において、国民ひ

とりひとりが長く活躍できる社会を実現するためには、健康寿命の延伸は避けることのできない課題

といえます。 
 

私たちの健康を維持するうえでは、日々の生活のなかで、自らが「食」「運動」「睡眠」などの日常

行動を適切にマネジメントすることが重要で、日常行動に関しても①PLAN、②DO、③CHECK、④

ACTION の PDCA サイクルを実行していくことが理想と考えられます。この PDCA サイクルをまわ

すことができれば、仮に③（CHECK）の段階で、病気を発症する前段階（未病）であることが判明し

ても、④（ACTION）による個々人の行動で健康へと回復することができ、自らのセルフマネジメン

トによって健康寿命の延伸を実現できると期待されます。 
 

しかし、「食」「運動」「睡眠」などの行動が生体内の恒常性維持にどのようなメカニズム（作用機序）

で効果を与えているのかは十分に解明されておらず、現在、社会には様々な健康情報が流通していま

すがその多くは統計学的な相関を根拠としてきました。しかし、作用機序の解明等が進むにつれて、

必ずしもこれまでの統計学的な相関が正しいとは限らないことが分かってきました。例えば、疫学研

新規 
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究により得られた相関データから、運動で筋肉に蓄積される乳酸は疲労の原因物質であると考えられ

ていましたが、その後、乳酸と疲労の因果関係等の解明が進んだ結果、現在はむしろ疲労を抑制する

作用を有することが分かってきました。このように、社会には健康情報が豊富に存在していながらも、

作用機序に基づく健康指標の情報が十分とは言えず、私たちひとりひとりの健康維持のための具体的

な行動、あるいは行動改善へとつなげていくには、恒常性維持の作用機序に基づく健康情報の蓄積が

必須となっています。また、健康に関する新たな指標ができた場合にも、その指標にもとづくセルフ

マネジメントを継続性をもって実行してもらうためにいかに推奨・普及していくかも重要な課題です。 
 

私たちの生活の安全・安心を将来にわたり確保していくためには、日々の生活のなかで「食」「運動」

「睡眠」などの日常行動に関する PDCA サイクルを徹底し、自ら健康をマネジメントしていくことが

不可欠です。日常行動と健康の因果関係に関する科学的エビデンスが蓄積され、個人に最適な健康活

動の提示が可能なサービスが生み出されて、私たちひとりひとりに行き渡るシステムが構築できれば、

長く健康に生活できる社会の実現に繋がることが期待されます。 

 

（2）募集・選考・研究開発推進にあたっての運営統括の方針 

2019 年度のポイント 

・採択件数は 4 件程度を予定しています。 

 ① 募集・選考にあたっての方針 

本重点公募テーマにおいては、「食」「運動」「睡眠」等の日常行動を対象とし、健康～未病初期の人

（医療行為は受けていない）に対して、それらの日常行動が生体内の恒常性維持に与える作用機序の

解明を目指します。特に、「食」「運動」「睡眠」等の相互関係を考慮し、作用機序の解明を目指す提案

を歓迎します。「食」「運動」「睡眠」等の生体における作用機序の解明により、恒常性維持に関係する

因子のなかから、健康な人はさらなる健康の増進、未病初期の人はセルフマネジメントによって健康

へと回復させることが可能となる客観的指標（マーカー）を同定し、低侵襲で、簡便かつ正確にそれ

らのマーカーを測定する技術の研究開発の提案も歓迎します。さらに、その測定技術にナッジ効果や

ゲーミフィケーション等の研究を組み合わせて、働く人や高齢者などの各世代に日常行動のセルフマ

ネジメントを広く推奨・普及させるためのビジョンが明確な提案も求めます。以下に想定される研究

開発課題例を示しますが、あくまでの一例です。これらにとらわれず、自由な発想で研究提案を構想

してください。 
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研究開発課題例１： 

近年の研究から、ある食品成分を継続的にとり続けることが筋肉に対して運動と同様の効果を持つ

ことが示されたり、食事や運動による体内時計への影響についての研究が進められたりするなど、健

康に「食」と「運動」等の日常行動が寄与する作用機序の一端が明らかとなってきています。そこで、

日常行動による効果を同一の指標で測定することを目指して、日常行動により体内で分泌が変動する

因子について、作用部位、作用機序、動態、代謝などに関する各種解析を実施します。健康の維持に

有効と思われる因子を同定し、その因子を簡易な機器で、いつでも、どこでも、定量的に測定する方

法を開発します。また、見いだした因子と同等の機能を有する食品の開発を行い、その販売・普及を

通じて個々人によるセルフマネジメントを促進します。 

 

研究開発課題例２： 

「疲れ」は「痛み」や「発熱」と並び、生体が恒常性を維持しようとする際の重要なアラームと言

われており、健康な人でも疲労が蓄積していくことで不健康へとつながってしまう可能性があります。

健康な人の不規則な「食」や「睡眠」、不足する「運動」等によって引き起こされる生理的な疲れやス

トレスを対象に、それらの日常行動が生体内の恒常性維持にどのような影響を及ぼして個人が感じる

疲れやストレスへとつながっているのか、その作用機序を解明します。関係する因子の中から、疲れ

やストレスの客観的な指標を見つけ出し、その因子をいつでも迅速かつ簡便に測定できる方法を開発

します。働く人のメンタルヘルスを客観的指標にもとづきマネジメントできる新たな仕組みを構築し

ます。 

 

本領域の研究開発では健康の人などを追跡調査するコホート研究は想定しておりませんが、他のコ

ホート研究などで蓄積された長期観察データをもとにした研究提案も歓迎します。 

また、私たちが日々の生活のなかで健康のセルフマネジメントを行えるようにするためには、健康

状態を自宅や学校、会社、デイケア、ドラッグストアなどで簡便に測定できることが不可欠です。本

研究で示される POC にもとづいて、民間企業等が販売やサービスを展開し、私たちの社会に広く推

奨・普及させることも見据え、実現可能性の高い構想を提示していただく必要があります。 
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図 3：食・運動・睡眠等日常行動の作用機序解明に基づくセルフマネジメント 

 

 ② 研究開発の推進にあたっての方針 

研究開発運営会議メンバーによる研究計画の確認やサイトビジット等を通じて、助言・指導できる

研究マネジメント体制を整え、領域一丸となって、「誰もが守られていると実感できる社会」の実現を

目指します。 

また、探索研究から本格研究への移行に際しては、研究課題に参画する個別のグループや研究テー

マ等の組み替え、中止等、体制の再構築を行うことも想定しています。 

 

 ③ 期間・研究開発費 

2019 年度に開始する研究開発課題は、探索研究の期間は最大２年半、研究開発費は探索研究期間

全体で総額 3,000 万円（直接経費）を上限として計画してください。 

本格研究の期間は最大 5 年、研究開発費は本格研究期間全体で総額 7.5 億円（直接経費）を上限と

して構想してください。 

なお、採択後は研究内容に応じて柔軟な予算配分を行います。  

作用機序解明

食事・運動・睡眠等の日常行動

健康維持

簡便な測定方法

正確な健康
モニタリング

・新たな健康指標
・未病バイオマーカー

生体内の恒常性維持

健康
サービス化
（企業等）
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6.1.4 「地球規模課題である低炭素社会の実現」領域  

 

 

運営統括 

橋本 和仁 

（国立研究開発法人物質・材料研究機構 理事長） 

 

 

Ⅰ.「地球規模課題である低炭素社会の実現」領域の目指すところ 

地球温暖化問題の原因である温室効果ガス、特に二酸化炭素（CO2）の排出を抑制する「低炭素社

会」を構築することが世界的課題となっています。2015 年 12 月に開催された、国連気候変動枠組み

条約第 21 回締約国会議（COP21）において採択された「パリ協定」では、産業革命前からの気温上

昇を 2℃未満にし、1.5℃以内に抑制する努力が求められました。それを受けて我が国でも、2015 年

12 月、「温室効果ガスを 2030 年度に、2013 年度比 26%削減する」という目標を掲げ、この達成に

向けて着実に取り組む旨、地球温暖化対策推進本部にて決定されています。 

また、2016 年 4 月に総合科学技術・イノベーション会議が取りまとめた「エネルギー・環境イノ

ベーション戦略」（NESTI2050）では、2050 年を見据え、削減ポテンシャル・インパクトが大きい有

望技術の提示や、長期的な研究開発の推進体制などが取りまとめられ、更に 2016 年 5 月に閣議決定

された「地球温暖化対策計画」では、長期的な目標を見据えた戦略的取り組みとして「2050 年までに

80％の温室効果ガスの排出削減を目指す」とされました。 

 この目標を達成するためには、全く新しい概念や科学に基づいた革新的な技術、すなわち「ゲーム

チェンジングテクノロジー」の創出が必要です。 
 
 

ゲームチェンジングテクノロジーの創出に向けては、当該分野の研究者による先端的研究手法を融

合・駆使・発展させた挑戦的な提案に加え、異分野の研究者による全く新しい提案も重要です。 

これまでに一般より公募した重点公募テーマ案や、関連する専門分野、異分野の有識者からの意見

聴取を踏まえてゲームチェンジングテクノロジーの創出を促すため、2019 年度の重点公募テーマを

研究開発運営会議にて検討しました。 

その結果、革新的な技術開発に継続的に取り組むことが極めて重要であるとの判断から、2018 年

度に引き続き、重点公募テーマは『「ゲームチェンジングテクノロジー」による低炭素社会の実現』と
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しました。更に、低炭素関連技術分野を 4 つのサブテーマに分類した上で、一般公募した重点公募テ

ーマ案の内容分析や昨年度に提示したボトルネック課題（成果の社会実装をする際の技術的課題）を

踏まえて、改めてボトルネック課題を設定し、これを解決する研究開発課題を募集することとしまし

た。 
 
 

なお、2019 年度より、サブテーマ「④低炭素社会実現のための循環型高分子材料の創製」において

「異分野シーズの融合運用」を導入いたします。これは、早期の成果創出・社会実装を目指すため、

異分野・他制度の技術シーズを組み合わせ、新たな社会的価値を創成する新たな試みです。詳細は「研

究開発の推進方針」をご覧ください。 

 

Ⅱ. 重点公募テーマ 
 

「ゲームチェンジングテクノロジー」による低炭素社会の実現 
 
 

サブテーマ 
募集 
区分 

ボトルネック課題 

①太陽光・水素に

よる創エネルギー

技術および 

デバイスによる 

蓄エネルギー技術 

B1 高耐久性の Pb フリーペロブスカイト太陽電池 

B2 従来の太陽電池の 2 倍以上の変換効率を実現する新コンセプト太陽電池 

B3 
デバイス部の厚さが「従来にない程に薄い」ことを特徴とする太陽電池 

作製技術 

B4 タンデム型太陽電池の高効率化のための革新的トップセル技術 

B5 電圧損失を抑制した有機太陽電池 

B6 人工光合成（水を電子源とする有用物質の光化学合成） 

B7 コスト 1/10 をめざす CO2 フリー水素製造技術 

B8 新規材料系に基づいた高イオン伝導性固体電解質の開発 

②材料および 

物理・化学 

プロセスの 

高効率化による 

省エネルギー技術 

B9 積層造形等を活用した CO2 削減機器・設備の高効率化 

B10 接合強度と分離・解体性を両立する革新的接合・分離技術 

B11 CO2 削減に資する耐久性構造材料の信頼性ある革新的寿命評価・延命技術 

B12 超伝導応用機器のための革新的冷却技術 

B13 高温超伝導コイルの高性能化と保護技術 

B14 電力／動力変換システムの省エネ・高効率化関連技術 

B15 省電力データ通信・革新的情報処理グリーンエレクトロニクス基盤技術 

B16 革新的熱エネルギー利用技術の開発 

B17 高効率・高性能分離技術を用いた化学プロセス強化技術 

B18 
新規反応場を利用した難反応の低エネルギー化によるバルクケミカル 

製造技術の革新 
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③化学プロセス・ 

バイオテクノロジ

ー・バイオ材料に 

よるカーボン 

ニュートラル技術 

B19 CO2 の大規模かつ効率的なメタノール、オレフィンなどへの資源化技術 

B20 高効率な温室効果ガス分離膜・吸収剤の開発 

B21 化学品製造を目指した高効率バイオマスガス化プロセスの開発 

B22 大規模生産に向けて環境変動にロバストな光合成微生物の開発 

B23 最小限の資源投入量でバイオマス生産性を向上できるための技術 

B24 
有用物質高生産細胞をデザインするための合成生物技術、革新的バイオ 

プロセス技術 

B25 
バイオマス原料から高性能・高機能素材を高効率で生産する新しい合成 

技術 

B26 次世代ナノセルロース材料を創製するための階層構造制御技術 

B27 次世代のリグニン材料を創製するための化学修飾・複合化技術 

④低炭素社会実現 

のための循環型 

高分子材料の創製 

B28 
【異分野シーズの融合運用】 

低炭素社会実現のための循環型高分子材料の創製 

⑤その他 B29 低炭素社会実現に向けた新発想 

※サブテーマはボトルネック課題を分野別に分類したものです。 

 

※ 研究開発提案書・表紙（様式１）の「応募重点公募テーマ」欄には、重点公募テーマ名、サブ 

テーマ番号（①～⑤）、募集区分（B1～B29）、ボトルネック課題名を記載してください。 
 

【記載例】 

応募重点公募テーマ 
「ゲームチェンジングテクノロジー」による低炭素社会の実現 

 ① B1：高耐久性の Pb フリーペロブスカイト太陽電池 

 

※ 個々のボトルネック課題は、必ずしも独立したものではなく、相互に関連し合っている場合もある

ため、提案が複数のボトルネック課題に関係することが想定されます。その場合には、その技術が

最も強く関係するボトルネック課題、あるいは「⑤ B29：低炭素社会実現に向けた新発想」を選択

して応募ください。 

 

（1）テーマの説明 

全く新しい概念や科学に基づいた革新的な技術であるゲームチェンジングテクノロジーを創出し、

JST の他事業や、他省庁の取り組みなどと連携して成果を社会に実装することで、2050 年に想定さ

れるサービス需要を満足しつつ CO2 を抜本的に削減する低炭素社会の実現に貢献することを目指し

ます。 

本領域の俯瞰図は図１のとおりです。 
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図１：「地球規模課題である低炭素社会の実現」領域の俯瞰図 

 

上述のとおり、2016 年に閣議決定された「地球温暖化対策計画」では、長期的な目標を見据えた戦

略的取り組みとして「2050 年までに 80％の温室効果ガスの排出削減を目指す」という目標が設定さ

れています。これを実現するには、これまでの削減技術とは非連続的な技術も含めて、世界全体での

排出量の抜本的な削減を実現するイノベーションを創出することが不可欠であり、CO2 排出削減のイ

ノベーションを実現するための中長期的なエネルギー・環境分野の研究開発を、産学官の英知を結集

して強力に推進し、その成果を世界に展開していくことが我が国の果たすべき役割となります。これ

は NESTI2050 にも盛り込まれている考え方です。この研究開発戦略は、本領域にて取り組むゲーム

チェンジングテクノロジー創出の考え方と合致しており、公益性の高い研究開発を推進します。 

また、国の研究開発資金および社会へのインパクトの視点から、当領域への提案には「低炭素技術

のコストエンジニアリング」の観点が含まれていることを期待します。これは低炭素技術・システム

が将来社会に導入・普及される際の技術開発の合理的予測及び CO2 排出量の削減効果の評価をするも

のであり、2050 年の温室効果ガス 80%削減の目標達成に向けた重要な観点です。提案課題が対象と

する低炭素技術・システムについて、そのコスト展望、技術が確立する時期・産業化時期・市場規模

の見通し等を検討すると共に、それに対応した課題解決策（シナリオ）が提示されていることが望ま

※サブテーマ・ボトルネック課題をJST-CRDSのエネルギー分野俯瞰図を参考に分類

運搬媒体（キャリア）
－水素ネットワーク
－水素貯蔵
－エネルギー変換

蓄電池
－硫化物・酸化物全個体電池
－高エネルギー密度化
－貴金属・希土類低減

PCS、FACTS

－基板材料創成
－回路技術、送電技術
－ウエハ等高品質化

エネルギーマネジメント
－都市モデル、地産地消
－エネルギー供給管理
－広域監視、分散協調、予測

化学プロセス
－触媒技術
－低エネルギー化
熱利用技術
－未利用熱活用、熱電変換

【共通要素技術】
・エネルギー材料（ナノ材料） ・反応制御技術 ・計算科学 ・製造プロセス技術 ・計測／分析技術
・ビッグデータ活用 ・システム技術・コストエンジニアリング

次世代自動車
－自動運転、航空機低炭素
－革新ディーゼル

エネルギー供給技術
（資源開発／エネルギー・物質変換）

エネルギー利用技術
（高効率利用・高度利用）

エネルギーネットワーク（発送電／配電・熱供給／需要案内）

共通要素技術・学術基盤

CCUS
－CO2分離・吸着技術
－超臨界流体 －CO2利用技術

革新触媒ﾌﾟﾛｾｽ技術等に
よるﾌﾟﾗﾝﾄ等超低消費化技術

天然ガス・石油等化石資源
高度利用による省エネ化

プラント利用技術
－重油化学品、バイオ混合利用

次世代運輸技術の開発

製鉄技術への省ｴﾈﾌﾟﾛｾｽ応用
製造プロセス
－省エネ技術、水素利用

住宅等省エネルギー技術
民生省ｴﾈﾙｷﾞｰ
－住宅照明、センシング

CO2分離・精製等による
資源利用化技術

光科学・量子効果等を用いた
革新的太陽光利用技術

光ｴﾈﾙｷﾞｰマネジメント
－新原理光マネジメント
－人工光合成
－革新材料・次世代構造、
高次システム化 地球規模資源開発・探索技術

再生可能ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ高効率化

・利用拡大技術

全固体電池化・次々世代化等の革新的電池技術

燃料電池
－固体電解質
－低温作動化

ﾊﾟﾜｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽと
応用器機開発

広域送電ｴﾈﾙｷﾞｰ
安定ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ技術

ｴﾈﾙｷﾞｰｷｬﾘｱによる新ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ供給・需要対応技術

原子力利用・管理・処分技術

【学術基盤】
・社会科学 （社会学、政治学、法学（行政学等）、心理学、経済学（エネルギー経済学、環境経済学） など）
・応用科学 （熱機関工学、機械工学、化学工学、プラント工学、材料工学、資源工学、電気電子工学、土木工学、経営工学 など）
・基礎科学 （熱力学、燃焼工学、電熱学、破壊工学、電磁気学、化学工学、流体力学、生物学 など）
・その他 （物理学、化学、統計学、情報科学、計算科学 など）

超伝導等革新材料応用によるｼ
ｽﾃﾑ・ﾃﾞﾊﾞｲｽの超高効率化
超伝導
－モーター、磁石材料・線財
－無線給電、冷却システム
構造材料
－軽量化、耐熱部材

革新的ｴﾈﾙｷﾞｰｻｲｸﾙ技術による地域統合効率化

【基盤技術】

製造（鍛造、鋳造、冶金、粉体、接合、
精密加工等）、材料、構造、強度、機械、
燃焼、伝熱、流体、振動、化学、電気など

CO2フリープロセス
－触媒・反応場
－水素透過膜

コスト1/10をめざす
CO2ﾌﾘｰ水素製造技術

ﾊﾞｲｵﾏｽﾃﾞｻﾞｲﾝによる石油由来
資源を代替するｴﾈﾙｷﾞｰ・材料獲得
ﾊﾞｲｵﾌｧｲﾅﾘｰ
－高生産細胞 －環境変動ﾛﾊﾞｽﾄ

高機能材料
－合成・分離技術
－構造ﾃﾞｻﾞｲﾝ

①創・蓄エネ ②省エネ③ｶｰﾎﾞﾝ・ﾆｭｰﾄﾗﾙ

④循環型高分子材料
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れます。 

なお、国際社会への貢献という観点では、例えば意欲ある途上国などに対し、優れた技術を用いて

協働による取り組みを進める等により、世界の CO2 排出量の削減に対して、我が国が技術力で中核的

役割を果たすことも想定されます。産業界では、日本経済団体連合会（経団連）が「2030 年に向け

た経団連低炭素社会実行計画」（2015 年 4 月作成、2017 年 4 月改訂）を策定し、「革新的技術の開

発」を計画の柱のひとつに据えて、産学官による連携も活用しながら、2030 年以降も見据えた中長

期的な革新的技術の開発・実用化に積極的に取り組むとされています。本領域が狙う、低炭素化を阻

害するボトルネック課題の解決に資する革新技術が創出され、その技術が企業に橋渡しされれば、企

業自身の CO2 削減目標の達成に資するのは勿論、日本の産業競争力の向上にも直結することが期待さ

れます。 

 

（2）募集・選考・研究開発推進にあたっての運営統括の方針 

 ● 募集・選考の方針 

事業のコンセプト（革新的研究開発による概念実証）に添った課題を採択するため、以下の要件で

選定します。 

・CO2 排出削減に大きく貢献し得るか（サイエンスとしての観点のみではない） 

・社会実装を担う企業等が必要としている技術か 

・大学等アカデミアが実施すべき革新的研究か 
 

また、社会実装に向けては必要に応じて他省庁のプログラムと連携し、成果の橋渡しを実施します。 

以上の取り組みを通じて、2050 年に想定されるサービス需要を満足しつつ CO2 を抜本的に削減す

る、全く新しい概念や科学に基づいた革新的な技術である「ゲームチェンジングテクノロジー」を創

出し、社会実装につなげることで、低炭素社会の実現に貢献することを目指します。 

 

 ● 評価項目及び基準 

選考に当たっては、以下の評価項目に基づいて総合的に検討することと致します。 

【目標の妥当性】 

 取り組もうとする技術課題が 2050 年頃の低炭素社会実現に寄与することが定量的に示されて

いること。 
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【手段の妥当性】 

 目標達成のために取り組もうとする課題解決策に優位性・独自性を有していること。 

 研究開発計画（研究開発体制及び実施規模を含む）が妥当であること。 

【実現可能性】 

 目標達成のために取り組もうとする課題解決策が本格研究終了時に実現可能であること。  

 本格研究終了後から実用化までのシナリオが妥当であること。 

 

 ● 研究開発内容 

地球温暖化の解決には大別して「適応策」と「緩和策」の二つのアプローチがあります。前者は、

自然や社会の在り方を調整して温暖化による影響を軽減しようというものであり、後者は温室効果ガ

スの排出自体を抑制しようというものです。緩和策には、科学技術の貢献が大いに期待されており、

本領域でも、緩和策による低炭素社会の実現に資するゲームチェンジングテクノロジーの創出を目指

します。 

CO2 削減に資する技術開発は、これまで様々なトライアルがなされていますが、未だに実現されて

いないものも数多く存在します。この原因である「ボトルネック課題」を本領域関係者でまとめ、研

究者に具体的に提示することとします。 

また、本領域では、当該分野の研究者による先端的研究手法を融合・駆使・発展させた挑戦的な提

案に加え、異分野の研究者による全く新しい提案も重要であると考えています。そこで、一般より公

募した重点公募テーマ案について内容分析を行うと共に、昨年度に提示したボトルネック課題も踏ま

えて、改めてボトルネック課題を設定し、その内容を具体的に記載しました。以下に、分野別に 4 つ

のサブテーマ（①～④）に分類して示します。 

 

① 太陽光・水素による創エネルギー技術およびデバイスによる蓄エネルギー技術 

B1 高耐久性の Pb フリーペロブスカイト太陽電池  

鉛を含む太陽電池は、製造や廃棄において特別な管理を必要とし、コストを増加させます。メガソ

ーラーだけでなく家庭用への適用が拡大する中、環境負荷を増大させないためには鉛フリー化が不可

欠です。ペロブスカイト太陽電池の鉛フリー化は、既に多くの研究が行われていますが、十分な効率

が得られていないのが現状です。また、耐久性のない太陽電池は、短期間で交換する必要があるため、
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長期間使用できる高耐久性の太陽電池が求められています。実用化されている太陽電池では 20 年～

25 年の使用が保証されています。ペロブスカイト太陽電池は材料、プロセスの最適化によって、耐久

性が向上していますがまだ十分ではありません。 

以上から、鉛フリーかつ低環境負荷の材料から構成され、しかも高耐久性と高効率（20％以上）を

兼ね備えたペロブスカイト太陽電池の実現を目指した挑戦的な提案を募集します。 

 

B2 従来の太陽電池の 2 倍以上の変換効率を実現する新コンセプト太陽電池 

Si 太陽電池におけるセルの変換効率は 25％前後に達していますが、単接合の太陽電池では理論的

な最大効率が約 30％程度とされています。通常の太陽電池では、バンドギャップよりもエネルギーの

低い光は吸収できず、エネルギーの高い光では余剰のエネルギーが熱となって失われるためです。こ

れに対して、量子ドット太陽電池ではバンドギャップの中に中間バンドを形成することができ、光の

エネルギーの大半を電気に変換することが可能であると指摘されています。中間バンド太陽電池では、

理論的には集光型で 60％以上の効率が得られるとされています。一方、実際に得られている変換効率

はまだ低く、理論モデルの妥当性・実現性も含めた基礎的・原理的な検討に加えて量子ドット等の中

間バンド材料、形成方法、さらには太陽電池構造などの最適化が必要です。以上から本募集区分では、

量子効果などの新しいコンセプトを利用して、従来の単接合太陽電池の 2 倍以上の変換効率を実現す

る太陽電池の設計指針と、それに基づく太陽電池構造・形成方法を構築し、その実現を目指す挑戦的

な提案を募集します。量子ドット（高密度、長いキャリア寿命を実現する手法）、ナノワイヤ（ウォー

ル）、近接場光（ドレスト光子）、フォトン・アップコンバージョン、マルチエキシトン生成、ホット

キャリアなどを利用した各種の太陽電池を対象とします。材料や機構は制限しませんが、従来の太陽

電池に対する優位性が提示されていること、さらに具体的な作製方法まで踏み込んだ提案であること

が評価のポイントとなります。 

 

B3 デバイス部の厚さが「従来にない程に薄い」ことを特徴とする太陽電池作製技術 

現在商業生産されている結晶系 Si ウェハはほぼ全量、ワイヤソー技術で作製され、ウェハ厚さ 180

μm で最適化され、これがほぼ下限となっています。 

ワイヤソー技術でこれ以下に薄くする場合、歩留まりの低下だけでなく、切断に伴って発生する Si

削り粉（カーフロス）の方が多くなるという製造コスト的には不適切な状況が発生します。また、ワ
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イヤソー技術では、Si 削り粉が潤滑油で汚染されることが問題で、適正な回収技術が開発されていな

い状況です。これは高価格マテリアルの有効活用の観点から大きな課題です。 

ここでは、超薄型（既存厚さの 1/4 以下）の結晶系 Si ウェハを、汎用の 6 インチ角サイズで作製

する技術に加えて、この厚さの結晶系 Si ウェハからセル効率 23％以上を達成できる太陽電池セル作

製技術を募集します。 

このような超薄型結晶系 Si 太陽電池セルでも製品化時には、セルを複数枚、直列接続するストリン

グス形成工程が必要になります。この接続技術も合わせて（然るべき太陽電池セル、モジュールメー

カーへ再委託する形などで）検討願います。 

また、汎用 6 インチ角結晶系 Si ウェハと同等サイズで、セル効率 23％を達成できる集積構造の薄

膜太陽電池技術も募集します。この場合、集積構造の両端に位置するプラス／マイナス電極を含めた

トータルエリアでのセル効率と定義します。この場合も製品化イメージを検討願います。 

ここで得られた作製技術は、主力電源と位置付けられ、ますます商用電源として重要性が増してい

る太陽電池技術（すなわち、結晶系 Si 太陽電池と薄膜太陽電池）の軽量化とフレキシブル化を同時に

実現することで、設置制約の解消から太陽光発電システムのさらなる導入普及に貢献します。 

 

B4 タンデム型太陽電池の高効率化のための革新的トップセル技術 

単接合太陽電池の理論限界である 30％の変換効率の大幅な向上を実現するためには、バンドギャッ

プが異なる半導体材料を積層することにより、吸収波長域を拡大したタンデム型太陽電池だと期待さ

れていますが、高効率は限られた材料の組み合わせでのみ実現されており、汎用性の高い材料の組み

合わせでは十分な効率向上が得られていません。ボトム層の太陽電池としては、変換効率が高く、耐

久性に優れた Si や CIGS 太陽電池（バンドギャップ～1.1eV）がコスト面から見て最適です。トップ

層の太陽電池にはバンドギャップが 1.5～1.7eV 程度の半導体層の太陽電池が検討されていますが、

低コストと高効率、高耐久を兼ね備えた太陽電池は実現されていません。例えばペロブスカイト太陽

電池（バンドギャップ～1.5eV）や化合物半導体（CuGaS）などがトップ層として検討されてきまし

た。最近、シリコンとペロプスカイトのタンデム型太陽電池でシリコン太陽電池単体の世界最高効率

を上回ることが報告されました。 

トップ層材料とデバイス開発は高効率タンデム型太陽電池実現のために不可欠です。さらに、多接

合化した時の最適なバンドギャップの制御、接合界面や出力電流・電圧特性の把握、フォトンマネジ
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メントなどを含めた構造の設計・最適化などがタンデム型太陽電池を開発するうえで必要となります。

そのため、トップ層の大幅な高効率化のための電気・光学的特性を解明するだけなく、実用化に向け

てモジュール、システム全体の電気的・光学的性能を考慮し、タンデム型化により太陽電池の著しい

発電性能向上を低コストで実現することを目指した挑戦的な提案を期待します。 

 

B5 電圧損失を抑制した有機太陽電池 

有機太陽電池は、高成膜性、軽量、フレキシブル、低コストなどの優れた特徴を有するため、有望

な太陽電池の候補です。同様な特徴を有する太陽電池として、ペロブスカイト太陽電池の開発が進ん

でいますが、含まれる有機鉛は製造や廃棄において特別な管理を必要とするため、メガソーラーだけ

でなく家庭用への普及の大きな障害となっています。鉛ペロブスカイト太陽電池では、高い短絡電流

密度（Jsc）と開放電圧（Voc）を両立できるために、20％を越える変換効率が達成されているのに対

し、有機太陽電池では、特に Voc の損失過程が存在するために、変換効率の向上は難しいと言われて

いました。最近、薄膜太陽電池で非フラーレン型の新しい嵩高いアクセプターの開発などにより、変

換効率が急に向上し、シングルセルで効率が 15%を越え、タンデムセルでは 17.3%が達成され、新

しい局面を迎えています。 

以上の観点から、電圧損失過程のメカニズムを解明し、効率向上に結びつけるシナリオの構築とそ

れに基づいた電圧損失過程を抑制できるような材料開発が必要です。高い Jsc と Voc を両立できる有

機太陽電池を実現する挑戦的な提案を募集します。非フラーレンアクセプターは有望です。有機化合

物の高いデザイン性は、タンデムセルの開発に必要な各セルの光吸収マッチングに最適です。電子や

ホール輸送の分子機構を解明し、それに基づいた材料・電池構造を開発して、画期的な効率向上と耐

久性を目指す挑戦的な提案を募集します。 

 

B6 人工光合成（水を電子源とする有用物質の光化学合成） 

人工光合成は、低炭素社会実現のための究極のゴールです。単なるモデル研究ではない社会に確実

に役立つ人工光合成プロジェクトとして、「水を電子源とする有用物質の光化学合成に関する提案」を

公募します。水、二酸化炭素などの安定小分子を活性化し水素やメタノールなどの有用な物質に変換

する手法、および変換過程を促進する触媒の開発は非常に重要なボトルネック課題です。この場合、

犠牲的電子ドナーを用いず水を電子源として用いることが鍵です。また、この他にも水から汲み出さ
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れた電子を利用した社会的に有用な有機化合物合成や、既存の合成ステップを大幅に縮減する省エネ

ルギープロセスの開発も本課題に含まれます。これらの人工光合成における生成物の単離プロセスも

含めた総合的な提案を期待します。 

 

B7 コスト 1/10 をめざす CO2 フリー水素製造技術 

低炭素社会の実現に向け、我が国は二酸化炭素排出量を大幅に削減（2050 年までに 80%の温室効

果ガス排出削減）することが求められています。そこで政府は「地球温暖化対策計画」（2016 年 5 月

13 日閣議決定）等において、既存のエネルギー供給構造を変革し、新たなエネルギーシステムへの移

行を図ることとしています。 

従来から、炭素を含まず、使用時に二酸化炭素（CO2）を排出しないクリーンなエネルギー媒体（キ

ャリア）として、水素が注目されてきました。製造段階で CCS（二酸化炭素回収・貯蔵）技術、再生

可能エネルギーを活用することで、トータルで CO2 フリーのエネルギー媒体として利用可能です。 

現在は、産業用途として工場等において副産物として生成する水素（副生水素）や天然ガス・LPG

等の改質で製造される水素がエネルギーとして利用されています。しかし、水素発電（タービン）の

実用化や燃料電池の普及により、2030 年には発電用途の水素調達量だけでも年間 30 万トン―現在の

1,000 倍になると予想され、水素を低コストで大量に製造する技術が求められています（「水素基本戦

略」2017 年 12 月 26 日第 2 回再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議決定）。 

しかしながら副生水素や改質による製造方法の多くは、発生する水素 1 トンあたり 10 トン以上の

CO2 を排出しています。そこで本課題では、CO2 フリー水素を低コストで製造する方法を募集します。 

これまでにも、再生可能エネルギー電力を用いて水電解などの電極反応を利用したもの、光触媒を

用いた水分解、熱化学プロセスを利用した熱分解、有機物資源や生物からのバイオ水素製造関連技術

などが検討されてきました。本課題では、以降に示す開発に際する課題も参考にしつつ、個別の要素

技術の解決だけではなく水素製造プロセス全体を踏まえた技術開発、特にプロセスを実際に稼働させ

るために必要な技術開発群を総合した提案を募集します。またその他の技術として、これまでに無い

新機軸な技術を用いた提案も対象とします。最終的に 1／10 の低コスト化を目指す挑戦的な提案を期

待します。 
 

（i）水電解の技術的課題 

水電解による水素製造は、太陽光、太陽熱、風力などの再生可能エネルギーが利用できるために CO2
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フリー水素製造方法として期待されていますが、効率の向上、負荷変動対応性、コスト、寿命等、課

題は多岐にわたります。しかもこれらは相反する要素を含んでいるために、戦略的な研究開発が求め

られています。 

例えば、再生可能エネルギーをフルに利用する大規模水電解には、装置コストの安いアルカリ水電

解技術が実用化されていますが、変動する再生可能エネルギーへの適応技術や水素製造効率向上や大

規模化への対応などが課題とされています。一方、需要に対応しない再生可能エネルギーの余剰分を

活用するためには、頻繁な起動停止への対応力が高い高分子膜型水電解技術（PEM）が適しますが、

高価な電極触媒や高分子電解質膜、強酸に耐久性のある電解槽材料を代替する安価な材料開発が望ま

れています。 

近年、水素製造に加えて電力のデマンドレスポンス機能、調整力、非常時対応にも期待される、固

体酸化物型電解装置（SOEC）の開発が進んでいますが最大の課題は製造コストの低減です。高温動作

（800℃程度）に耐えうる装置材料や断熱技術でのコストダウンが求められています。また、セラミ

ック材料である固体電解質の大面積化や機械的強度、温度変化による膨脹収縮への耐久性の改良など

も課題です。電極材料の選択や構造の改良、セル特性や耐久性に影響する種々因子への対策も求めら

れています。 
 
 

（ii）水の光触媒分解の技術的課題 

水の光分解による水素製造を可能にする高効率の光触媒の開発は、将来的に実用化されれば CO2 フ

リーで水素を製造することができるため、最も期待される技術です。その際、太陽光の水素へのエネ

ルギー変換効率は、太陽電池を用いて水分解を行う場合のエネルギー変換効率と比較できるレベルの

ものが求められます。そのためには可視光でも効率よく機能することは必須の条件です。さらに長時

間の使用に耐えられる安定性を持つこと、また、発生した水素と酸素の安全な分離も重要な課題です。 
 
 

（iii）熱化学プロセスの技術的課題 

水の熱化学分解による水素製造法については、銅－塩素サイクル、IS プロセス、UT-3 プロセスな

どをはじめ、これまでにさまざまな取り組みが行われてきましたが、反応温度が 1000 度以上と高い

場合は熱源が限られる一方で、反応温度が低い場合は反応が複雑で有害な副生成物が発生する等の問

題がありました。そこで、反応温度を抑える、反応をシンプルにする、有害な副生成物の発生を抑え

るなどを実現する、革新的な熱化学プロセス技術の開発が求められています。 
 
 



第６章 募集対象となる重点公募テーマ･技術テーマ 

募集要項別紙 - 42 - 

（iv）バイオマス利用の技術的課題 

バイオ水素製造として暗発酵やバイオ光反応等が利用されてきましたが、多様な有機物資源からの

水素生成は困難とされており、水素生成速度が低く水素変換効率も低いのみならず、不安定である事

が課題となっています。従って有機物資源から高速かつ安定的にバイオ水素を生産するために、合成

生物学・代謝工学およびプロセス工学等の手法を用いて、微生物や酵素をデザインして制御すること

で、水素変換効率を飛躍的に上げる技術開発が求められています。また、水素生成時に発生する CO2

等の余剰ガスの生成を減少させる事も求められており、CO2 を有用化合物に変換しながら水素生産も

実現する技術の開発が求められています。 
 
 

（ⅵ）その他技術 

上記技術とは異なるアプローチによる、水素製造技術とその課題解決の方策も研究提案対象としま

す。例えば、エネルギーキャリアや水素貯蔵媒体として利用が期待されている物質（アンモニア、ギ

酸など）からの水素製造や、メタン等を含む天然ガスの熱分解等による水素製造などが挙げられます。

また、物性を何らかの手法でコントロールすることによる新しい高付加価水素の創出も期待できます。 

さらに、太陽光以外の再生可能エネルギーの活用や、化成品やエネルギーなどへの利用も含めた総

合的な CO2 フリー水素循環システムを構築する提案も対象とします。 

 

B8 新規材料系に基づいた高イオン伝導性固体電解質の開発 

低炭素社会構築に向けたキーデバイスとして、リチウムイオン電池を凌駕するポテンシャルをもつ

全固体電池が期待されています。現在、硫化物系、酸化物系、ポリマー系など種々の固体電解質を用

いた全固体電池が研究されており、これらの系における固体電解質の探索が行われています。一方で、

従来の材料系以外の高イオン伝導性固体電解質の探索も非常に重要と考えられます。そこで、水素化

物系、塩化物系など従来とは全く異なる新規材料系に基づいた高イオン伝導度性固体電解質の開発に

ついて公募します。全固体電池に用いられる電解質材料は、①高イオン伝導性(10-3Scm-1 以上)、②

耐酸化性、耐還元性、③高可塑性、④大気安定性を併せ持つことが求められています。最終的には、

これらの特性を併せ持つ新規材料系の固体電解質の開発と全固体電池の設計、作製、検証まで行うこ

とを想定しています。併せて、高イオン伝導性固体電解質の設計指針となる基礎科学的な論理構築な

どサイエンスの創出も期待します。 
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② 材料および物理・化学プロセスの高効率化による省エネルギー技術 

B9 積層造形等を活用した CO2 削減機器・設備の高効率化 

たとえば CO2 削減に大きく影響する発電等の高効率エネルギー機器を形成する高温・高強度材料は

難加工性で大きな設計制約を有しており、効果的な CO2 削減と結びつく高効率エネルギー機器への適

用の大きな壁となっています。近年著しく発展している積層造形は、複雑な形状の造形も可能とし今

後耐熱材料製造の分野でも発展する有望な技術と考えられています。 

これまでそのための清浄粉末の製造技術開発と粉末製造工程および積層造形工程で汚染を受けにく

い、更には粉末表面由来の酸化物、窒化物に対しても有効なロバストな合金開発に資する挑戦的な取

り組みを募集してきましたが、現在着実にその成果が出つつあり全体のレベルも上がってきています。

しかし、その技術を用いた CO2 削減効果の高い機器・設備の設計にはまだ突破すべき壁が多く残って

います。そこで、これまでの積層造形に適する粉末製造、合金開発に加え、その積層造形を活用した

高効率の CO2 削減機器・設備の開発提案を募集します。 

 

B10 接合強度と分離・解体性を両立する革新的接合・分離技術 

CO2 排出量を部門別に分けた場合、産業部門（工場等）、運輸部門（自動車、船舶等）で、国内 CO2

総排出量の半分を占め、具体的には、構造物・製品の製造、使用において CO2 が排出されています。

したがって、材料の製造、接合、使用時、廃却時のトータルにおいて CO2 削減できる仕組み（プロセ

ス）が望まれます。製造段階では異種素材の効果的な組み合わせのマルチマテリアル化で CO2 効率に

優れた製品の製造が求められ、さらにその修復などによる長寿命の使用や再利用、リサイクルにおけ

る低 CO2 システムの適用が求められます。 

その大きなネックとなっているのが接合・分離技術です。接合強度と分離・解体性を両立する革新

的接合・分離技術が成り立つと解体に要するエネルギーも減らすことができるため多くの製品を対象

にした循環型社会、低炭素社会が実現できます。特に、社会インフラ素材に対する既存資源の有効利

用や短期間の解体・組立ておよびインフラシステムの長寿命化を可能とする技術、および製造エネル

ギーの高い軽量化素材のリサイクル性をも考慮したマルチ素材の接合・分離への革新的な展開に資す

る提案を募集します。 
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B11 CO2 削減に資する耐久性構造材料の信頼性ある革新的寿命評価・延命技術 

エネルギーの転換や使用にかかわる機器で多様な耐久性の高い構造材料が使用されており、たとえ

ば発電設備の操業温度限界などその材料性能が機器のライフサイクル低炭素設計の制約になっている

ケースが多く見られます。現在 ALCA をはじめとして世界中で CO2 の削減に資する機器のための優れ

た材料開発が続けられていますが、それが機器や設備の低 CO2 化設計と効果的に結びつくには、その

使用期間全体を保証する性能予測、寿命予測が不可欠になっています。しかしこれらの機器、設備の

使用期間は数十年にも及ぶため、その期間全体を覆う試験に依存した寿命評価では緊急性を要求され

る CO2 削減のぺースに間に合わせた社会実装を難しくしています。 

そこで長期間の使用で CO2 削減に貢献する耐久性材料に対して、長時間の劣化挙動を精度良く予測

することのできる信頼性の高い革新的寿命評価技術を募集します。さらに寿命を予測するだけでなく、

修復などでその寿命を延ばすことはライフサイクルでの低炭素化に効果的であり、余寿命評価と延命

の視点からの提案も含まれます。 

 

B12 超伝導応用機器のための革新的冷却技術 

超伝導システムは社会実装の段階を迎えつつありますが、現行の非超伝導機器システムとの競合に

おいて優位性を示して社会実装を進めていくためには、超伝導機器本体だけでなく、冷却系を含めた

システム全体の性能向上を目指す必要があります。具体的には、冷却系を構成する冷凍機などの各種

機器と重要要素技術を、低損失、運転コスト低減、省メンテナンスなども考慮して開発することが求

められています。超伝導システムの開発においては、このように冷却系の研究開発が重要であると同

時に、それが実用性も含めたシステム側の条件を満足するものである必要があり、システム側の条件

によっては冷却方法の選択も異なります。一方、応用機器にはあまり依存せず、共通基盤的な冷却技

術で、冷却システムのブレークスルーにつながるような革新技術も大いに期待されているところです。

そこで、MgB2 線材、REBCO 線材あるいは Bi 系線材を使った超伝導機器のための冷却システムの研

究開発を実施するために、冷凍機、圧縮機、精製機、流量計、液面計などの低温機器、He、H2、Ｎ2 な

どの冷媒の伝熱流動特性、断熱配管系、および超伝導機器内の冷却技術などの高性能化について、実

装を目指す提案を公募します。 
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B13 高温超伝導コイルの高性能化と保護技術 

超伝導機器・システムの中でも磁場応用のものでは、超伝導コイルが重要な構成要素であり、高温

超伝導コイルの高性能化は、競合技術に対するその超伝導機器の優位性を高める上で重要な開発課題

です。具体的には、本質的に高い熱的安定性を有する高温超伝導コイルが、局所的な性能劣化や不均

一な冷却などに起因するコイル焼損などを起こすことの無いように、そのメカニズムを明らかにし、

それに基づいて、実用性の高いコイルシステムの設計と製作技術の開発、コイル保護技術の開発など

を進めることが求められています。また、磁場や電流が変化する条件で使用されても、コイルで発生

する交流損失等が十分に小さく、機器・システムの損失・効率面で十分に競争力があることも必要で

す。このような高温超伝導コイルの高性能化や保護のための革新的な技術が開発されることが、超伝

導機器・システムの実用性を高めるために大いに期待されているところです。 

そこで、REBCO 線材等を使用した高温超伝導コイルの高性能化、コイル保護技術、低損失化の研究

開発を実施するために、新しいアイディア、実験的検証、数値解析技術の開発などの提案を募集しま

す。ただし、高温超伝導コイルとその運転条件は、低炭素化に大きく貢献しうる超伝導機器・システ

ムに使用されるものであること、および将来的な経済性も考慮した提案であることが必要です。 

 

B14 電力／動力変換システムの省エネ・高効率化関連技術 

今日、我が国の総電力需要は 900TWh、そのうち 6 割弱がモータの動力として使われており、この

モータに関連する技術の省電力化により温室効果ガスの排出量を大幅に抑えることができます。現在、

使用されているモータ自体の動力変換効率は 90%以上に達していますが、インバータやその周辺技

術での電力損にはまだまだ効率改善の余地があります。例えば、①素子構造・材料面では、集積パワ

ーモジュール(Integrated intelligent power module)や低鉄損磁性材料、高飽和磁束密度磁性材料、

②回路動作面では、高耐圧パワースイッチング素子(SiC や GaN 等)、新規ゲート駆動法や高速ソフト

スイッチング技術、③制御方法については、モータのエネルギー効率の最大化を図る自動トラッキン

グ技術、などの導入によりインバータの電力損失の低減は勿論、モータや冷却装置を含めたインバー

タシステム全体の小型・軽量化による大幅な輸送エネルギーの低減も可能となります。 

当該技術分野における克服すべき課題は、①200℃程度で稼働するパワーモジュール、②電力変換

時に発熱量の少ない低鉄損磁性材料、③1kV を超える高耐圧・高速スイッチング素子、④任意波形ゲ

ート駆動集積回路など、様々なハードに加え、モータ駆動制御法の新しいソフト面の工夫も欠かせま
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せん。これらの課題に応える提案を募集します。なお、将来の大規模社会実装を想定すると、希少磁

性元素不要のモータや磁性材料開発などのコスト低減策やインバータ組込み型モータなどによる利便

性の高さも評価の重要なポイントとなります。 

 

B15 省電力データ通信・革新的情報処理グリーンエレクトロニクス基盤技術 

日常の健康管理や家電、建物、輸送機器、農業などモノ・人にセンサーを取り付けて IoT（Internet 

of Things）通信や M2M（Machine to Machine）通信などを経由して収集したビッグデータの利用が

急増しています。また移動体通信機器では 4K/8K などの動画コンテンツ、さらにはセキュリティ、教

育、医療などでも高精細静止画像のニーズは飛躍的に高まり、データ通信量は倍々ゲームで増加の一

途をたどっています。例えば、次世代 5G 通信システムでは 1000 倍以上のビット容量、10Gbps を

超える高速化が期待されているように、長期的な視点で増大し続ける通信需要に応えるにはビット当

たりの通信電力を桁違いに低減することが要請されます。 

当該技術分野における克服すべき課題（通信ボトルネック）はエッジ側からクラウド側にいたるす

べての通信経路に存在しており、極低消費電力エッジ情報処理チップや低消費電力高速ルータ機器を

はじめ、様々なハード面でのボトルネックを解決しなければなりせん。 

20 年～30 年先の社会実装に向けて、①ビットあたりの通信電力量の画期的な削減が見込める新し

い通信関連ハードウエア技術、②量子コンピューティングなど革新的なアーキテクチャによる極低電

力型情報処理デバイスの提案を募集します。 

 

B16 革新的熱エネルギー利用技術の開発 

高温で動作するタービンやエンジンなどではカルノーサイクルに基づく高い動力変換効率が得られ

ますが、消費エネルギーの大半を占める中低温領域では、いまだシステム製造・保守コストに見合う

熱エネルギーの利用技術が未熟で、多くの熱は環境に廃棄されています。このため中低温領域におい

て、温暖化ガスの排出量の削減に資する熱動力変換技術や伝熱、蓄熱、放熱などの熱マネージメント

技術の開発が強く求められています。今回、この要請に応え得る革新的熱エネルギー利用技術の提案

を募集します。例えば、革新的で高効率な熱交換器、熱伝達効率が高く耐久性に優れた伝熱媒体、高

断熱・高機能保温材料、高効率熱電変換材料・システム、低摩擦界面形成・機構、また、熱利用シス

テムではバイナリー発電、熱音響エンジン、ヒートポンプ、ヒートパイプなどが想定されます。さら
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に、従来技術の枠を超える広義の革新的な熱エネルギー利用技術のアイディアも期待しています。熱

エネルギー利用法の原理、構造などの具体性や、システムの維持・製造コストなど社会実装の実現性

が評価の重要なポイントとなります。 

 

B17 高効率・高性能分離技術を用いた化学プロセス強化技術 

化学産業における生産プロセスの生産性・省エネ性は、生産過程そのものよりも、未反応原料・製

品・溶媒の分離・回収・リサイクルプロセスに大きく依存します。現状では、主にコスト的な理由か

ら未反応原料・溶媒のリサイクルが行われない場合が多く、これらが大きな CO2 発生源となってい

ます。従って、高効率・高性能な分離技術を開発することが、化学プロセス強化のボトルネック課題

となります。 

対象技術としては、革新的な分離性能を有する分離膜、様々な分離技術（膜分離、相分離、吸着、

抽出、晶析等）をハイブリッド化した高性能分離プロセスに加え、メンブレンリアクター、反応吸収、

反応晶析、反応蒸留といった反応分離技術も対象とします。 

特に、膜分離法は、蒸留法に代わる高効率省エネルギー型の分離技術として期待されています。材

料的には、有機高分子材料、無機材料、また有機・無機複合材料など様々な選択肢がありますが、実

用化するに当たっては、透過能・選択性・耐久性において、従来技術を凌駕する革新的な技術の確立

が必要です。今回の公募では、これら新規分離膜の開発研究と共に、分離膜のサポート層となる支持

体、省エネ化・低コスト化を可能とする新規な膜モジュール構造とモジュール材料の開発課題も対象

とします。 

なお、提案に当たっては、対象技術が実現したときの省エネ率について、従来プロセスに対する優

位性（見通し）を示すことを要件とします。  

 

B18 新規反応場を利用した難反応の低エネルギー化によるバルクケミカル製造技術の革新 

C1 化学は、各種炭素源の CO、H2 への変換を経由するか、またはメタンを直接原料とする化学品製

造の反応体系ですが、問題点も多くあります。例えば、現在のメタノール合成プロセスは、750℃以

上という高温下でのメタン水蒸気改質（吸熱反応）とメタノール合成反応（発熱反応）からなるプロ

セスであり、大量の CO2 を排出するエネルギー多消費プロセスとなっています。またメタンの酸化に

よる直接法メタノール合成の研究も行われていますが、反応性の低いメタンを酸化して反応性の高い
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メタノールで止めるのは容易ではなく、高難度反応の一つとなっています。 

このようなエネルギー多消費プロセスの低エネルギー化や高難度反応の選択性の改善ための触媒開

発が盛んですが、触媒性能の飛躍的な向上のためのブレークスルーが切望されています。 

一般に触媒は熱的平衡反応場での使用が前提ですが、本領域では、熱的非平衡反応場や、その反応

場で高活性を示す触媒開発などに着目し、従来型反応場では実現できない新規な反応、反応プロセス

の提案を公募します。新規反応場へのエネルギー供給手段として電磁波、超音波、磁場、電場および、

それらの複合が考えられます。また反応としては、生産量が多い汎用化学品の生産のためにエネルギ

ーを多量に消費しながら現在実施されている反応、並びに高難度反応の高収率化と低エネルギー化の

両立を対象とします。提案に当たっては生産システムに投入するエネルギー（見通し）を提案の生産

技術と比較することを要件とします。 

 

③ 化学プロセス・バイオテクノロジー・バイオ材料によるカーボンニュートラル技術 

B19 CO2 の大規模かつ効率的なメタノール、オレフィンなどへの資源化技術 

現在、化学品は化石資源を炭素源ならびにエネルギー源として生産され、最終的に CO2 として大気

中に放出されています。低炭素社会における化学品生産の究極の形は、エネルギーセクター等から排

出される CO2 を、CO2 フリーの水素で還元した化学原料から化成品を合成する炭素循環の実現です。

CO2 の分離回収技術は CCS 技術開発の一環として、各国で盛んに研究開発されており、実証試験段階

のものもあります。しかし、ポリカーボネートの製造などを除いては、回収した CO2 を資源化する技

術開発ほとんど進んでいません。この種の CO2 の大規模資源化のためには、還元剤としての水素を、

CO2 発生を伴うことなく、再生可能エネルギーを用いて大量に製造する技術開発が必要ですが、この

技術開発は長期的な課題であるため、本領域では、CO2 発生が比較的少ないメタンの利用など既存技

術との組み合わせを前提とすることを可とし、要素技術として重要な CO2 の大規模かつ効率的な資源

化技術を先行して構築する提案を公募します。 

具体的には CO2 からのメタノール合成・エタノール合成・酢酸合成、CO2 からの FT 合成、CO2 の

改質による合成ガス製造、CO2 を直接の原料とした汎用ポリマー原料の合成、メタンの部分酸化・改

質の高効率化などが課題となります。 
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B20 高効率な温室効果ガス分離膜・吸収剤の開発 

温室効果ガス、特に化石資源の利用により発生する CO2 は排出量が莫大であり、その排出削減に向

けて、省エネルギー技術の開発や、CO2 フリーの再生可能エネルギーへのシフトが進められています。

しかし、化石エネルギーへの依存は当面避けられない状況で、2060 年までの累積 CO2 削減量の約

14%を CCS（Carbon dioxide Capture and Storage）が担うとする試算もあります（IEA-ETP2017

報告書）。現状の CCS コストは、現在最も普及している化学吸着法（アミン）で 6,000 円/t-CO2 以上

と試算されており、実用化には大幅なコスト低減が必須とされています。 

CCS コストのうち、CO2 の分離・回収が全体コストの 50～60％を占めており、革新的な分離・回

収技術の開発が CCS 普及のボトルネックの一つとなっています。現在、化学吸収法、物理吸収法、膜

分離法、深冷分離法、吸着分離法など様々な手法がありますが、いずれの手法においても革新的な技

術開発が必要とされています。 

CO2 の分離・回収技術は、使用される燃料の種類やアプリケーションによって動作条件や要求特性

が異なることから、多岐にわたるアプローチが考えられます。提案にあたっては、出口アプリケーシ

ョンによって動作条件や規模を明確にし、分離エネルギーが理論エネルギーにどの程度近づけるかも

考慮しつつ、運転や設備の低コスト化も視野に入れた革新的な吸収液・吸着材料・分離膜の開発を期

待します。併せて、これらの材料を効率的に活用できる新規モジュールの開発に関する提案も対象と

します。CO2 に限らず、温暖化係数の大きいガスを対象とした分離回収技術も対象とします。 

 

B21 化学品製造を目指した高効率バイオマスガス化プロセスの開発 

地球温暖化防止に向け、化石資源に代わる炭素源の活用とその循環使用が今後ますます強く求めら

れます。特に重要な炭素源はバイオマス資源もしくは捕集された CO2 ですが、これらを化学品・燃料

に変換して活用するプロセスの確立が今後の重要課題です。 

捕集 CO2 利用ケースに比べ、バイオマスガス化ケースの方がコスト的に有望であるという試算があ

ります。ただし、基幹化学品であるメタノールでも、現状では、バイオマスガス化プロセスで得られ

るものは市場価格の約 3 倍と見積もられており、本プロセス普及のためにはコストダウンが大きな鍵

です。 

これを実現するためには、代表的なバイオマス種について、ガス化工程でのエネルギー利用効率

70%以上（冷ガス効率）を達成するとともに、後段の化学品・燃料製造プロセスに悪影響を与えない
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純度の高い合成ガスを安定して供給できることが必要です。この両技術を達成することにより、低コ

ストで安定して化学品を製造できるプロセスとすることが出来ます。 

今回の募集では、バイオマスガス化により得られた合成ガスを用いた化学品や燃料の低コスト合成・

高付加価値化学品への展開など、下流プロセスの高度化に関する研究課題も対象とします。 

これら技術の実用化により、我が国の豊富なバイオマス資源のポテンシャルを生かした国産・低炭

素エネルギーの活用を図ることができ、低炭素社会の実現に貢献、さらにはバイオマス活用促進を通

じ、林業の活性化にも貢献することが可能となります。 

 

B22 大規模生産に向けて環境変動にロバストな光合成微生物の開発 

微細藻類、ラン藻、光合成細菌等の光合成微生物による化学品、燃料の生産は、光合成によって CO2

から物質生産できるため大変期待されています。これまで培養条件の検討や遺伝子制御技術によって、

目的物質を効率よく生産するための研究がなされてきました。これらの成果は、付加価値化成品の生

産も併せたものなど、実用化に向けて期待を持たせるものであり、実用化に向け、大規模化を伴う実

証実験が様々に試みられています。そこで明らかになってきたことは、大規模培養においては、実験

室とは異なる克服すべき高いハードルがいくつかあるということです。一番の問題は、大規模培養系

では実験室の分析系と比べて著しく生産性が低いことです。例えば、微細藻類は、種類により適切な

光の強さが異なっていますが、実験室では、目的の微細藻類に合わせ理想的な光・温度環境を利用で

きます。しかし、野外においては光・温度環境は天候によって著しく変動し、人為的にコントロール

するのは困難です。強弱の変動により、野外環境では高密度での培養を維持できないことが、目的物

の生産性低下、コンタミネーション、回収コストの問題につながります。また、野外に限らず、室内

での閉鎖系の大規模培養でも、培養槽の表層と深層における細胞環境の違い、撹拌の問題、深部を照

らす照明が必要になる問題等、実験室の分析系とは全く異なる問題が生じます。 

大規模生産のためのボトルネック克服のために、環境変動にロバストな光合成微生物の開発を公募

します。例えば、上記のように光の強弱あるいは培養槽の深度に関わらず生産性が維持できる微細藻

類や、室内の弱い照明でも高密度の細胞濃度の得られる微細藻類が開発できれば、大きな波及効果が

得られます。また、回収した菌体からの化合物抽出に有効な破砕技術とリンクしていると、なお実用

化の可能性が高まると考えられます。 
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B23 最小限の資源投入量でバイオマス生産性を向上できるための技術 

CO2 削減に大きく寄与する植物のバイオマス増産の方法には、生育地の拡大、生産性の増加向上が

あります。いずれにおいても、少ない水分や栄養分で生育できること、環境変動に対する強い耐性、

病虫害抵抗性などによって、様々な劣悪な環境や変動する環境においても生産量／成長を維持できる

植物を開発することが有効と考えられますが、まだ抜本的な解決技術はありません。また、水分や栄

養分などの資源投入は、とりもなおさずエネルギー投入であり、その削減は収量当たりのエネルギー

投入量を抑える観点からも重要です。 

そこで、飛躍的に少ない資源投入量でも生育の優れた植物や環境に対してロバストな植物を育成す

るための画期的な植物育種法の開発を公募します。例えば、物質の植物内への取り込みや植物内での

移動を促進する、あるいは新しい代謝経路を加えることで今まで利用できなかった窒素源等を利用で

きるようにするなどの様々な方策が考えられます。また、光合成、代謝、ホルモンなどとのリンクを

通し、植物全体のバランスを高いレベルで維持できるように最適に設計・育種する技術開発なども期

待します。 

さらに、植物自身の能力のみならず、植物に共生する微生物との相互作用を理解し、共生微生物の

中から植物の生育促進や病虫害抵抗性に貢献する微生物を単離・同定して微生物剤として利用する技

術や、環境微生物群を制御できる化合物の技術開発なども公募します。植物の生育状況は土壌の違い

によって大きく異なり、微生物叢の相違が重要な一因と考えられますが、その実態の解明と効率的な

制御は今後の課題です。例えば、優良圃場中の微生物叢の組成を明らかにするとともに、微生物の機

能を最大化する植物栽培技術を開発することで、微生物利用を実用的な植物バイオマス増産技術とし

て確立する研究、メタゲノム情報を用いて植物改変を行う研究を期待します。 

また、圃場での植物や土壌などの情報解析や栽培の工学的見地からの革新的な低エネルギーバイオ

マス生産法の提案も歓迎します。 

 

B24 有用物質高生産細胞をデザインするための合成生物技術、革新的バイオプロセス技術 

物質生産へのバイオプロセス導入による生産エネルギーの低減により、CO2 排出削減が期待できま

す。バイオプロセスの汎用化、スケールアップを目指し、オミックス解析、システムバイオロジー、

フラックス解析、ゲノム編集やゲノム合成技術の進展により、微生物の中に人工的な代謝経路を導入

し、新たな物質生産能を付与することができるようになってきています。こうした研究により、多様
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な糖質原料や、CO2 やメタンなど低分子ガスから化成品を合成することが試みられています。 

しかし、ある経路を導入したとしても、一過的なもの、冗長性の中への埋没、予想した程度の効果

が得られない、経路改変・導入により細胞内の代謝バランスやエネルギー・酸化還元バランスが崩れ

て生育速度が悪くなる、などの理由で十分な生産性が得られないことが多く見られます。また、物質

生産におけるエネルギー投入量を減少させる必要がありますが、それには独立栄養微生物の機能に学

び新しい手法を開発する必要があります。さらに、標的生産物が毒性を示し、生産できないといった

問題も生じています。これらの問題点を解消するために、人工代謝経路とエネルギー・還元力供給系

を併せて最適に構築するなど、物質生産に最適に細胞全体をデザインする合成生物技術に資する開発

を公募します。また、これらの合成生物学的知見を用いた、（細胞を用いない）バイオプロセスの革新

的開発も含めます。例えば、以下のような提案を期待します。 

・ 多種の微生物に共通で導入が可能な高効率 ATP・還元力再生系の開発 

・ 電子供給能、化学エネルギー供給能、炭酸固定能など、独立栄養微生物の機能を活用する技術 

・ 人工的な代謝経路に必要となる人工酵素を効率よく創製できる手法の確立 

・ 収率やエネルギー利用効率を上げながら毒性の高い物質でも生産できる、遺伝子回路の合理的

な設計手法の確立 

・ 上記を利用して、合成生物学的な設計を行う設計ツールの開発 

・ 合成生物学的な開発に適したプラットフォーム宿主細胞の開発 

・ 従来の化学プロセスを置き換えるような新しい（細胞を用いない）高効率なバイオプロセスの

革新的開発 

・ 生物と化学の両プロセスを容易に接続・連関できるような新たなプロセス開発 

 

B25 バイオマス原料から高性能・高機能素材を高効率で生産する新しい合成技術 

バイオマス（木本系・草本系材料）の成分分離で得られる糖類やリグニンを原料として、日常生活

や産業に有用な化成品や高分子素材を省エネルギープロセスにおいて高効率で生産する新しい技術を

開発してその産業体系を確立することは、低炭素社会を実現するための重要課題の一つです。最近の

数年間において、木本系あるいは草本系材料から主として、セルロース、ヘミセルロース、リグニン

の 3 成分を合目的的に分離する多様なプロセスが提案され、それぞれ特色ある分離技術の開発が急速

に進展しています。結果として、セルロース、糖類、リグニン等を比較的高純度で生産できるように

なってきました。 
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国内においてバイオリファイナリーシステムを作動させるためには、低炭素社会への貢献と同時に

経済性の確保を図ることが必要です。よって、第 1 のボトルネックは、バイオマスから生産できるセ

ルロース、糖類、リグニンを社会が求める高性能あるいは高機能な化成品や高分子素材へと効率的に

変換する新しい化学的・生物学的合成方法を開発することにあります。また、これまではバイオマス

含有量が少ないためにあまり注目されていなかったテルペンやポリフェノール等を付加価値の高い機

能製品に変換する技術開発も必要です。第 2 のボトルネックは、有機酸やアルコール等の汎用化成品

をバイオマスから低コストで生産できる技術を開発することです。これらのボトルネックを解決する

ことで、初めて、石油を原料とするプラットフォームがバイオマスを原料とするプラットフォームに

変換され、低炭素社会を経て真の炭素循環社会が実現されます。 

今回は第 1 のボトルネックであるセルロース、糖類、リグニン、テルペンやポリフェノール等を原

料として、高性能あるいは高機能な化成品や高分子素材を省エネルギープロセスで効率良く生産する

新しい合成技術を開発する挑戦的な提案を公募します。 

セルロース、糖類、リグニン、テルペンやポリフェノール等を有機酸やアルコールのような安価な

汎用化成品やエネルギー原料に変換するのではなく、例えば以下のような提案を期待します。 

・ セルロース、糖鎖、リグニン、テルペンやポリフェノール等が保有する生物由来六員環等の骨

格構造を活かした高性能あるいは髙機能な化成品や高分子素材に変換する化学的・生物学的な

合成技術 

・ 今後増産が予想される天然ガス、シェールガスからは生産が困難で将来的に品薄が予想される

化成品原料、例えば、C4 以上の化合物や芳香族化合物を、セルロース、糖類、リグニン、テル

ペンやポリフェノール等を用いて、低コストで効率良く生産する合成技術の開発 

・ リグニンは架橋高分子であることから、高温、高圧等の過酷な反応条件でないと短時間では分

解しないことが知られており、リグニンから芳香族化合物等の低分子化合物を効率的かつ高収

率で得ることは極めて困難である。この問題を解決するためのリグニン分解の反応やプロセス

に関する技術開発 

 

B26 次世代ナノセルロース材料を創製するための階層構造制御技術 

バイオマスから太さ 20nm 程度のナノセルロース（セルロースナノファイバー（CNF）、セルロー

スナノクリスタル（CNC）等）を効率よく分離する技術の開発が進み、国内外においてナノセルロー

スの工業生産も試験的に始まっています。ナノセルロースの引張強度（3GPa）と弾性率(140GPa)は
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アラミド繊維などの超高強度繊維と同程度であり、熱による変形も小さいことから、ナノセルロース

は高性能素材として大きな可能性を持っています。また、ナノセルロースは表面積が大きく、その表

面は多数の水酸基を有するため化学修飾して各種官能基を導入することや、ナノセルロース表面に金

属イオンや金属ナノ粒子を高密度で付着させることができ、ナノセルロースは高機能素材としても大

きな可能性を有しています。 

しかしながら、親水性のナノセルロースを用いて単独あるいは他の材料との複合化によって高性能・

高機能材料を作製するためには、ナノセルロースを基盤とする材料の一次・二次・三次の階層構造を、

各階層において精密に構造制御する技術の開発が必要です。CNF を用いて次世代材料を設計し創製す

る技術開発に関する挑戦的な提案を公募します。 

例えば、以下のような提案を期待します。 

・ 結晶・非結晶領域を制御する技術 

・ 水中の均一分散高次構造を維持したまま水分を除去する技術 

・ 親水性／疎水性を制御し疎水性の高分子やゴムに完全分散させる技術 

・ 階層構造に起因する新しい機能、性能（吸湿性、耐熱性等）の大幅改善に着目した技術 

・ 自動車のボディ等部材に用いる場合、粘り強く・しなやかな特性、耐衝撃性を付与する技術 

 

B27 次世代のリグニン材料を創製するための化学修飾・複合化技術 

従来、リグニンは製紙プロセスの前処理によって変成が進み、前処理に使用された薬品の混ざった

黒ずんだ液体（黒液）となって回収され、燃料としてのみ工業的に利用されてきました。またリグニ

ンを化成品や高分子素材として再利用するため、リグニンを分解して低分子化し、得られた低分子化

合物を変換し化成品を得る、あるいは重合して高分子を得る研究開発が鋭意行われてきました。しか

しながら、反応が遅い、収率が低い、多段階のプロセスとなる、エネルギー消費が大きい等の問題が

あり、実用化の見通しが未だ立っていないのが現状です。一方、昨今のリグニン分離の研究開発の進

展によりバイオマスから変成のほとんどない綺麗なリグニンを得ることができるようになってきまし

た。リグニンは多数の水酸基を有するため化学修飾して各種官能基を導入することや他の材料と複合

化することで従来にない高性能・高機能素材として再生できる可能性を有する魅力的な材料です。従

来のアプローチのようにリグニンを分解するのではなく高分子のまま活用し次世代材料へ変換する技

術開発に関する挑戦的な提案を公募します。 

例えば、以下のような提案を期待します。 
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・ リグニンはその原料種によって基本構造や性状が異なる化合物であることから、リグニン構造

を把握し、構造と性状の相関を明らかにすることで、その品質を管理する技術 

・ リグニンは多数の水酸基を有するため化学修飾して各種官能基を導入することで高分子材料

や無機材料と複合化し高性能・高機能素材として再生する技術 

 

④ 低炭素社会実現のための循環型高分子材料の創製 

B28 【異分野シーズの融合運用】低炭素社会実現のための循環型高分子材料の創製 

高分子材料（プラスチック、エラストマー等）が、その発明以来長年にわたり我々の生活に利便性

と恩恵をもたらしてきたこと、また将来においても有用な材料であることに疑いの余地はありません。

一方で、高分子材料の廃棄物は金属等と比べて有効利用される割合が低いことが大きな問題となって

います（プラスチック容器包装廃棄物の世界全体での有効利用率 14％a）、日本での有効利用率 84％

b)）。プラスチック容器包装廃棄物の有効利用率が 84%に達している日本においても、その内訳を見

るとマテリアルリサイクルは23％、ケミカルリサイクルは4％に留まり、サーマルリサイクルが57％、

単純焼却が 9％、そして、埋め立てが 7％となっており、結果として、全体の 66％が焼却され炭酸ガ

スの発生源となっています。 

人類が 1950 年から 2015 年までの間に製造されたプラスチックの総量は 83 億トンに達していま

すが、プラスチックの生産量は今後年間 5％増の勢いで増加しており、このままでいくと 2050 年ま

でに累計 330 億トンを超えるプラスチックが生産されると予測されています c)。よって、このまま進

むと大量のプラスチックゴミが廃棄され、ゴミ処理の施設不足の問題や処理（熱回収や焼却）の結果

として排出される CO2 が地球温暖化に及ぼす影響がクローズアップされてくる可能性は極めて高い

と言えます。また昨今では陸上から海洋へのプラスチックごみの流出が懸念されており、このままで

は 2050 年までに魚の重量を上回るプラスチックが海洋環境に流出すると予測されています。 

以上の懸念や問題を抜本的に解決するために、今回の募集では「低炭素社会実現のための循環型高

分子材料の創製」を目的とするハイリスク・ハイインパクトな基盤研究・基盤技術に関する提案を期

待します。 

ここで言うところの循環型高分子材料とは、限りのある資源から作られる高分子材料が容易に再生

産できるにように工夫することで、持続可能な形で生態系の中で循環させながら利用でき、その結果

として、低炭素社会の実現に資する高分子材料（プラスチック、エラストマー等）のことを言います。

具体的には、バイオマスプラスチック*1、生分解性プラスチック*2、リサイクル容易なプラスチック*3、
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長寿命プラスチック*4、あるいは、同様のエラストマーを挙げることができます。 

*1：バイオマスプラスチック（カーボンニュートラル） 

*2：生分解性プラスチック（植物生育の肥料として活用） 

*3：リサイクル容易なプラスチック（リサイクルにより焼却廃棄物の低減） 

*4：長寿命プラスチック（長寿命化による焼却頻度の低減） 
 
 

またボトルネックとして、以下のような課題を例示することができます。 

1. バイオマスプラスチック（エラストマーを含む） 

 高耐熱性、高強度、耐衝撃性、長期安定性等の点で石油系プラスチックを超える特徴を持つ 

バイオマスを原料とするプラスチック 

 ナノセルロースで複合化した高機能材料への展開 

 天然ゴムをベースとして用いた高付加価値材料への展開 

2. 生分解性プラスチック（エラストマーを含む） 

 物理的・化学的・生化学的な特殊刺激に反応する機能が組み込まれており、それが作動する 

ことで分解が誘発される生分解性プラスチック 

 物理的・化学的・生化学的な分解が、連続的あるいは同時並行的に働く生分解性プラスチック 

 物理的・化学的・生化学的な分解速度を制御可能な生分解性プラスチック 

3. リサイクル容易なプラスチック（エラストマーを含む） 

 ケミカルリサイクルのための分解機構がプラスチックに組み込まれており、回収後にそれを 

発動させることでプラスチックが、例えば、その低分子量体として容易に回収できるプラス 

チック 

 回収後に分解機構を発動させることで、プラスチックと複合化した材料、部品、あるいは、 

システムから構成部材・部品が容易に回収できることを可能にするプラスチック 

 安定で精製が容易なため、そのままのリサイクルが可能なプラスチック 

 使用後破砕回収しても再成形すれば元の優れた物性（機械的強度等）を復元することができる 

複合材料 

4. 長寿命プラスチック（エラストマーを含む） 

 自己修復機能を有するプラスチック 

 分子量の低下しないプラスチック 

 使用とともに性能の向上するプラスチック 

5. 上記 1～4 のプラスチック（エラストマー含む）の合成（ポリマー重合）のためのモノマー生産に

関する技術 
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6. 上記 1～4 を進めるために必要な基盤技術 

 プラスチック分解メカニズムの解析 

 プラスチックのナノ構造解析と物性相関 

 分解性プラスチックを設計するためのデータ集積とそれを用いた理想構造のシミュレーション

技術 

 プラスチック構造と生分解菌の関係とその最適化 
 
 

以上 1～6 の課題を達成するためには、バイオ、化学（触媒、重合）、分析・解析、データベース 

構築、シミュレーション等のあらゆる分野のサイエンスシーズの活用が重要となります。 

a)：「Single-use plastics: A roadmap for sustainability」（国連環境計画、2018 年） 

b)：「プラスチック製品の生産・廃棄・再資源化・処理処分の状況 2018 年」（一般社団法人プラスチック 

循環利用協会） 

c)：Roland Geyer, Jenna R. Jambeck and Kara Lavender Law, Production, use, and fate of all plastics 

ever made, Science Advances 2017; 3: e1700782 (19 July 2017) 

 

 ● 成果の適用先の想定 

本領域では、上記ボトルネック課題の解決に向けたチャレンジングな研究開発を進めるため、実用

化までに長い年月を要する技術も含まれています。そこで、JST の他事業や他省庁のプログラムと早

期に連携を行い、産業界への成果の橋渡しに加え、更に長期的な取り組みが必要な課題においては、

より実用化に近い他の研究開発プログラムへ成果を引き継ぐことも検討します。 

 

 ● 関連事業との連携 

新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下 NEDO）の先導研究プログラムのうち、2017 年度に

発足した「未踏チャレンジ 2050」との連携を進めます。2050 年の低炭素社会実現に向けた革新的な

研究開発の創出のため、JST 側では主としてアカデミアを中心としたボトルネック課題の解決を推進

し、NEDO 側では主として産学連携による産業界のニーズを踏まえた課題の解決を目指します。 

 

 ● 実施体制 

探索研究においては、出口をしっかりと意識しつつも挑戦的な研究テーマを採択します。ステージ

ゲート評価では、研究が将来の低炭素社会実現に向かっているか、つまり本領域の目標に資するかど
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うかを評価します。ステージゲート評価は単にふるい落とす手段ではなく優れた研究の方向を正しく

意識付けると共に、効果的に引き上げ、伸ばす評価であり、将来的に CO2 排出削減に大きく貢献し得

る技術を育成する方法であることにご留意ください。 

本格研究においては、「低炭素社会への貢献可能性」を意識した運営を行い、社会実装に向けた研究

開発の加速を行います。 

 

 ● 研究開発の推進方針 

JST では、2010 年より「先端的低炭素化技術開発」（ALCA）を実施しています。ALCA は低炭素社

会実現に向けた研究開発に特化したプログラムとして「スモールスタート・ステージゲート方式」を

採用しています。この方式は、採択時には比較的少額の課題を多数採択し（スモールスタート）、ステ

ージゲート評価を経て通過した課題は、重点化によって研究規模を拡大する取り組みです。 

その他にも経済産業省をはじめとする他省庁との関連プログラムおよびプロジェクトとの連携を行

うなど、2030 年頃の成果の社会実装に向けた研究開発の加速、および実用化に向けて成果を橋渡し

する取り組みを行っています。 

本領域では、このような ALCA の運営方針を踏襲し、よりチャレンジングな目標を掲げた研究開発

を推進することで、2050 年頃の温室効果ガス排出量の大量削減に貢献することを目指します（図２）。 
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図２：低炭素社会実現に向けたロードマップ 

 

また、本領域では、ボトルネックの解消等による社会・産業界への大きなインパクトが見込まれた

段階で、社会や産業への適用・応用が急速に進むことが見込まれることから、探索研究期間の途中で

あっても積極的に本格研究への移行を検討することとします。また、社会・経済的インパクトの最大

化において必要と運営統括が判断した場合は、複数の研究開発課題の融合によるチームの再構成等を

行うことも想定しています。 

 

※「異分野シーズの融合運用」について 

2019 年度より、サブテーマ「④低炭素社会実現のための循環型高分子材料の創製」において「異分

野シーズの融合運用」を導入いたします。これは、早期の成果創出・社会実装を目指すため、異分野・

他制度からの技術シーズを組み合わせ、新たな社会的価値を創成する新たな試みです。 

特定のサブテーマについて、異分野・他制度で創出された複数の小規模な技術シーズを募集・育成

し、評価を経て大きな研究開発体制に融合していくしくみです（他のサブテーマ間での融合も含みま

す）。融合後はチーム編成を行い、領域全体で目標達成に向けた研究開発を推進します（図 3）。 

 他のサブテーマとは研究費が異なります。下記の「●期間・研究開発費」をご覧ください。 

2

低炭素社会の実現に向けたロードマップ

2010 2020 2030 2040 2050

政策
基本戦略
基本計画

先端的
低炭素化
技術開発
（ALCA）
2010～

未来社会
創造事業
（低炭素
社会領域）
2017～

科学技術基本計画

水素基本戦略

△パリ協定目標年限

一部成果は
早期に橋渡し

企業等が主体の
実用化研究へ

SDGs

本格探索

革新技術

ホワイトバイオ

次世代蓄電池

成果
橋渡し

JST産連事業、他省庁・法人事業など
企業が主体の実用化研究へ成果を橋渡し

CO2の26%削減に貢献
高付加価値品の普及による
低炭素化の推進
（火力発電所からのCO2排出低減、
次世代蓄電池動力のEV市販化
植物等によるCO2吸収量増大・・
等）

ガバニングボード 合同検討会 成果橋渡し活動

他省庁連携

他省庁（法人）
研究開発事業

相互連携

成果
橋渡し

実用技術化

橋渡し等の実績あり（実線）

今後、橋渡し等の可能性あり（点線）

・企業による開発
・他法人事業へ展開

・企業による開発
・他法人事業へ展開

CO2の80%

削減に貢献
汎用品普及による
低炭素化の推進

（超省電力デバイ
ス実現、遺伝子組
換えによらない植
物増産・・・等）
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 研究開発提案書（様式３）「６．その他」に、本技術シーズが創出された他制度の名称・課題名・

研究開発代表者・期間を記載してください。 

 

 
図 3：異分野シーズの融合運用のイメージ（例） 

 
 

採択当初は個別に研究開発課題を推進します。本格研究への移行前に少なくとも 1 回のステージゲ

ート評価を行います（この段階でも小規模な融合を行う可能性がございます）。本格研究移行時は大規

模な融合を行い、大きな研究開発体制で POC の達成を目指します。 

 

 ● ステージゲート評価について 

本領域では、「本格研究」への移行は、原則として 2024 年度とし、移行前に少なくとも 1 回のステ

ージゲート評価を受ける必要があります。1 回目のステージゲート評価の時期、クリアすべき目標（マ

イルストーン）については、採択後、担当の研究開発運営委員との面談により決定いたします。進捗

によっては、ステージゲート評価の結果、早期に本格研究へ移行することも検討いたします。 

 

 ● 期間・研究開発費 

 ＜探索研究＞ 

探索研究期間は、2023 年度末までの最大４年半、研究開発費は探索研究期間全体で総額 1.3 億円

（直接経費）を上限として計画してください。 
 

初年度 2年度 4年度 5年度 6年度

終了

融合前

▲

ｽﾃｰｼﾞｹﾞｰﾄ評価
▼

3年度

通
常

異
分
野
シ
ー
ズ
の
融
合
運
用

▲

ｽﾃｰｼﾞｹﾞｰﾄ評価
▼

探索研究 本格研究

ｽﾃｰｼﾞｹﾞｰﾄ後 融合後

終了サブテーマを越
えた移動も実施

融合に適した要素
技術を取り入れ
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 ＜本格研究＞ 

本領域では探索研究時のステージゲート評価を踏まえて本格研究の期間や予算を決定することにな

りますが、提案段階における本格研究の期間は最大５年、研究開発費は本格研究期間全体で総額 5 億

円（直接経費）を上限として計画してください。 

 

※「異分野シーズの融合運用」について 

 ＜探索研究＞ 

探索研究の研究開発期間は最大４年半、研究開発費は年間 500 万円（直接経費）を上限として計画

してください。ステージゲート評価の結果によっては、研究開発課題の絞り込みや他課題との融合な

どにより増額の可能性もあります。 
 

 ＜本格研究＞ 

本格研究の研究開発期間は最大５年、研究開発費は本格研究期間全体で総額 1 億円（直接経費）を

上限として計画してください（総額 1 億円は複数課題を融合した結果の金額です）。 
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6.1.5 「共通基盤」領域 

 

運営統括 

長我部 信行 

（株式会社日立製作所 ライフ事業統括本部企画本部長 兼  

 ヘルスケアビジネスユニットチーフエグゼクティブ） 

 

 

Ⅰ.「共通基盤」領域の目指すところ 

本領域は、広範で多様な研究開発活動を支える共通基盤技術や先端的な研究機器などを対象とする

領域として、2018 年度に新たに設定されました。 

研究現場は将来の社会に大きなインパクトをもたらす革新的な「知」や飛躍的な製品を創出する源

泉です。米国・中国に比べ研究者数や研究費に劣る我が国が研究力を高めていくためには、基礎科学

力に立脚した効率的・効果的な研究開発を進めること、そのための革新的な共通基盤を構築すること

が重要です。しかしながら、研究開発の活力を示す指標の一つである論文生産数はここ数年で伸び悩

んでおり、日本の研究力の低下が懸念されています。背景には、中国における科学技術イノベーショ

ン政策の一層の推進、その他新興国の台頭、我が国の少子化等、社会構造の変化もありますが、これ

を打破するためには、先端分野の研究者が、近未来に実現すべき目標を共有して分野を超えて連携し、

新たな研究分野を拓くダイナミックな取り組みが必要です。 

また、研究現場をより活性化する仕掛けとして、社会のニーズ

に応える出口指向の研究のみならず、研究現場のニーズに応える

ための研究活動についても着実に推進する必要があります。 

このような状況を踏まえ、本領域では重点公募テーマとして

「革新的な知や製品を創出する共通基盤システム・装置の実現」

を設定し、①ハイリスク・ハイインパクトで先端的な計測分析技

術・機器などの開発、②データ解析処理技術等アプリケーション

開発やシステム化、③研究現場の生産性向上等に資する技術の開

発の３つの観点を重視します。 

図１：領域運営における仕掛け 

システム・装置化を
目指すグループ

出口を見据えつつ
数理解析の高度化を

行うグループ

領域会議等において
相互連携を活性化

連
携

連
携

連
携

共通基盤の構築へ
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共通基盤の構築に向け、上記の観点を重視したシステム・装置化を目指した計測分析技術・機器（目

で見る）の開発にあたり、昨今応用展開が急速に進展している数理科学・数理工学に立脚した数理解

析・シミュレーション等（計算機で見る）の高度化も重視し、２つの成果を統合して分解能・精度・

スループット等を向上させて研究手法を刷新することで、これまでにない新しい価値の創出を目指し

ます（図１）。 
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Ⅱ. 重点公募テーマ 

 

革新的な知や製品を創出する共通基盤システム・装置の実現 
 

（1）テーマの説明 

 <背景> 

昨今、イノベーションによる既存技術の淘汰が頻繁に起こるようになっています。研究現場も例外

ではなく、2017 年にノーベル化学賞の対象となったクライオ電子顕微鏡による膜タンパク分子・単

分子の解析手法や、次世代シーケンサーによるゲノム配列決定、遺伝子編集技術 CRISPR-Cas9 等の

新しい技術が既存の研究手法を刷新しつつあります。 

例えばゲノム解析については、2003 年までに 13 年間、30 億米ドルをかけて終了したヒトゲノム

計画に対し、現在は一人あたり 1,000 米ドル、1 日で 5 人のヒトゲノムを解析することが可能な次世

代シーケンサーが実用化されています。解析コストの飛躍的な低減により、ゲノム解析は研究現場に

おける一技術から、テーラーメイド医療の実現に必要不可欠な医療現場の基盤技術へと拡大し、この

技術を持つ illumina 社は時価総額 4.4 兆円（2018 年 5 月現在）の企業に成長しています。 

材料開発においても革新が進んでいます。一例として、2011 年から推進された米国「マテリアルゲ

ノムイニシアチブ」は、材料開発から商品化までにかかる約 20 年という期間を、データ駆動科学を

駆使して半分にするという大変意欲的な計画であり、既に 5 億ドル以上が投資されたと言われていま

す。追随した中国も多くの成果を出しています。我が国においても国立研究開発法人物質・材料研究

機構を中心に研究開発が進められているところです。 

米国・中国に比べ、研究者数や研究費に劣る我が国が研究力を高めていくためには、基礎科学力に

立脚した効率的・効果的な研究開発を進めること、そのための革新的な共通基盤を構築することが必

要です。 
 
 

 <目標> 

本事業は本格研究期間内に POC を目指す制度です。装置開発を行う場合の POC として、プロトタ

イプを用いて研究現場で有用性の実証を行うレベルまで到達することを求めます。 

本事業で創出する基盤技術は、さらに次の目標いずれかの達成に貢献することを期待します。 
 

目標①：基盤技術の活用により日本の研究力を高めること 

目標②：基盤技術の事業化により我が国の産業競争力を強化すること 
 

継続 
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目標①は、開発されるシステム・装置を用いた研究が、産業あるいはアカデミックな面で社会に大

きなインパクトを与える事を求めるものです。システム・装置自体が事業の核とならずとも、それら

を使った研究が大きな成果を創出することを期待しています。 

目標②は、システム・装置自体が大きな事業の核になる事を目指すものです。当初は研究現場のニ

ーズに応えるシステム・装置だったものが、コストやスループットなどの性能が向上することによっ

て、研究現場の枠を越えて産業・サービスに直接貢献できるような、社会に大きなインパクトを与え

る事業の創出へとつながることを期待しています。 

 

 
図２：本重点公募テーマの目標と、本事業で実施する研究開発フェーズの概念図 

 
 

 

（2）募集・選考・研究開発推進にあたっての運営統括の方針 

 ● 募集・選考の方針 

2019 年度のポイント 

・2019 年度は昨年度設定した 10 のサブテーマを継続しつつ、2 つの「優先的に提案を求める 

  課題」を重点的に募集します 

・採択件数は６~９件程度を予定しています 

目標①：
ノーベル賞クラスの新知見獲得、新発見実現
or 革新的製品開発の核となる新知見創出
or 研究生産性の飛躍的向上の実現

活用

事業化

本格研究：POC実現

探索研究：実現可能性の見極め

？

(( ))

？

目標②：
システム・機器で時価総額
1,000億円以上の事業を創造

or

非連続なイノベーション創出の兆候を捕捉

！

課題例①：マルチモーダル・マルチスケールで得られたデータを統合的に
理解するための数理モデル

課題例②：同一試料であらゆる階層のデータが得られる測定機器・システム

課題例③：ハイスループットで合成～評価まで実施できる技術・装置・システム

重点公募テーマ：革新的な知や製品を創出する共通基盤システム・装置の実現
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本領域が掲げる重点公募テーマの高い目標を実現するには、目的を共有し、相互に関連する複数課

題を同時進行する必要があります。そのため、本年度公募においては、昨年度に重点公募テーマの下

に設定された、広範囲かつ基礎的な 10 のサブテーマを継続しつつ、本事業 web サイトを通じていた

だいた「共通基盤」領域へのテーマ提案へのご意見・アイデア並びに有識者による検討ワークショッ

プに基づき、優先的に提案を求める課題として、以下の 2 課題を設定しました。 

 一原子･分子･細胞から生体･材料の網羅的な理解を促進する計測分析技術・機器の開発（Y01） 

 研究現場の負荷を低減し、超高品質な実験(サンプル、培養、合成等）に貢献する革新的技術 

の開発（Y02） 
 

具体的には、（1）については、従来異なるサンプル・マルチモーダル・マルチスケールで測定され

ていたデータを統合的に理解する機器・解析法・数理技術の提案、（2）については、前処理・合成・

精製・測定解析までをハイスループットで評価できる技術の提案を求めます（詳細は、後述の「研究

開発内容」をご覧ください）。 

 

  

図 3：「共通基盤」領域の優先的に提案を求める課題とサブテーマの俯瞰図 

重点公募テーマ：革新的な知や製品を創出する共通基盤システム・装置の実現

「共通基盤」領域のコンセプト：
①ハイリスク・ハイインパクトで先端的な計測分析技術・機器等の開発
②データ解析処理技術等アプリケーション開発やシステム化 ③研究現場の生産性向上等に資する技術の開発

補完キーワード：
非破壊・非侵襲・非線形・オペランド・マルチモーダル・脳・生細胞・エピジェネティクス・タンパク質・糖鎖
・トランスオミクス・新触媒・積層造形・微細加工・光計測・フロー合成・環境計測・データ駆動・数理モデル
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本領域では、採択課題の代表者は、テーママネージャーの助言を受けつつ、研究開発を進めていた

だきます。 

本年度も引き続き、本格研究への移行を目指す研究構想の提案に加え、重点公募テーマの実現に貢

献する要素技術の提案を「探索研究（要素技術タイプ）」（以下、「要素技術タイプ」）として募集しま

す。 

要素技術タイプの研究開発を実施する研究開発代表者は、その成果が当該重点公募テーマの下で実

施される本格研究に導入され、POC 達成のための要素技術を確立等することを目的とした研究開発に

取り組んでいただきます。ただし、昨年度に引き続き、本年度も探索研究・通常タイプを優先するこ

ととし、要素技術タイプについては、複数のサブテーマにまたがる共通の基盤として期待される募集

区分 ST09「多様な実データから真理を追究する数理モデルや解析手法の構築」を中心に募集します。

なお、募集区分 ST10 は対象外とします。 

また、通常の探索研究タイプへの応募された場合にも、その提案の内容を鑑み、要素技術タイプと

しての参画を条件として採択する場合もあります。 

 

 ● テーママネージャー 

テーママネージャー 

合原 一幸 

（東京大学 生産技術研究所 教授） 

 

テーママネージャー 

岡島 博司 

（株式会社豊田中央研究所 常務理事／BR 全豊田新事業創成研究部門 部門長） 

 

テーママネージャー 

佐藤 孝明 

（株式会社島津製作所 フェロー・ライフサイエンス研究所長 

  ／筑波大学プレシジョン・メディスン開発研究センター長）  
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 ● 研究開発内容 

募集・選考の方針に記載のとおり、2019 年度は以下の２課題に関連する技術を優先的に求めます。

なお、後に記載するサブテーマに即した優れた提案については、以下の２課題との関連に関わらず、

採択の対象とします。 

 

 ① 優先的に提案を求める課題 

募集区分 優先的に提案を求める課題名 

Y01 一原子･分子･細胞から生体･材料の網羅的な理解を促進する計測分析技術・機器の開発 

Y02 研究現場の負荷を低減し、超高品質な実験（サンプル、培養、合成等）に貢献する 

革新的技術の開発 

 

1）一原子･分子･細胞から生体･材料の網羅的な理解を促進する計測分析技術･機器の開発 

 （募集区分：Y01） 

世界的に競争が激化する健康・医療、物質生産、機能性材料の研究加速のため、光学・電子顕微鏡

等の画像情報等から得られる情報を飛躍的に向上させる計測技術の開発や、ゲノム情報等、従来別々

に扱われてきた情報を高精度に時間軸も含めた 4 次元で統合解析可能な技術開発が求められています。 

そこで、新たな研究の進展のため、従来のイメージング技術で対応できない時間分解能・空間分解

能の飛躍的向上を目指します。具体的には、異なるスケール、異なるモダリティそれぞれの時間分解

能・空間分解能の向上やイメージング技術とオミクスデータを統合した装置・システムを開発するこ

とにより、生命システム・材料開発における統合的な理解を進める事に寄与します。 

例えば、従来の測定法では対応できない①時間分解能ミリ秒(ms)以下、空間分解能 1 マイクロメー

トル(μm)以下の分解能領域の測定法、②広い視野で、時間分解能と空間分解能を両立させる技術の開

発を目指します。また、③従来の計測技術では、対象物は、異なるサンプル、マルチスケールで階層

毎に最適化されたモダリティで観察されており、これらを結びつけることが困難な状況でした。 

これに対し、ライフサイエンスの領域では、得られたオミクスデータとイメージング技術を結びつ

ける有効な手法や、マテリアルサイエンス分野でミクロ～マクロの視点で階層毎に実施されている測

定を統合し全体を理解できる手法が開発できれば、新たな共通基盤技術になると考えています。 

例えば、がんは遺伝子の変異による病気であることが解明されており、ゲノムシーケンサーの開発
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によって治療法がめざましく発展しています。しかし、ゲノムの配列の知識だけでは病気の本質が解

明されていないものがあります。例えばアルツハイマー病のような神経変性疾患です。こうした疾病

に対して階層毎に得られたデータを総合的に理解することで、新たな知見に基づく治療法の発展が期

待されます。 

また、これらの実現のために、従来、モダリティ毎に測定されていた情報を、同一サンプルを用い

て同時に測定できる方法や、新たな高感度標識技術の開発、数理・情報処理技術の提案も歓迎します。 

 

2）研究現場の負荷を低減し、超高品質な実験（サンプル、培養、合成等）に貢献する革新的技術の

開発（募集区分：Y02） 

研究現場で日々行われる前処理、培養、化学合成等、大量同品種から少量多品種の反復作業の自動

化により、本領域が重視する観点の一つである「研究現場の生産性向上等に資する技術の開発」に貢

献すると共に、スマートラボラトリの実現を目指します。各研究分野における共通課題である「1.前

処理、2.合成、3.精製、4.評価技術」のハイスループット化を実現し、これらを統合することにより、

高品質なデータの蓄積による新たな価値の創出、知的研究時間の確保や研究の再現性の確保など、研

究現場の革新的な効率化に貢献します。例えば、ライフサイエンスの分野では、従来のオミクス解析

に加え、細胞表面・細胞内外の分子の合成～測定までを実施するとともに、数理科学との融合を実現

するために必要なハイスループットと高い再現性が求められます。 

マテリアルサイエンスの分野では、マテリアルズ・インフォマティクスの領域で新材料探索のため

の複数のプロジェクトが実施されていますが、これを支える共通基盤技術としてターゲット材料に対

する、前処理・合成・精製・評価・解析までの一連の工程をハイスループットで実現するための合成

評価装置等の技術開発が必要です。また、自動化、ユビキタス化および精製工程等のプロセスを不要

にすることで実現されるハイスループット化の提案もこれに含まれます。特にデータ駆動型へシフト

するためには、メタデータやハイスループット実験データ、マルチモーダル、マルチスケールのデー

タから数理モデルを構築することが必須となります。このモデルは特定の実験結果を表現するだけで

なく、材料物性をより一般的に表現することが求められ、そのためには記述子の工夫などが必要です。 

また、将来的にここで得られた計測分析技術や機器・分析装置の標準化が実現されることで、我が

国の国際競争力強化に資することを見据えた提案を期待します。 
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上記１）、２）を実現するにあたり、数学がもつ抽象性や普遍性から、関連する測定・解析分野の知

見について、「本質的な情報」を記述・抽出するための数理モデルや解析手法、測定技術の抜本的改革

を先導する新たな数理的手法の開発が求められます（詳細は、サブテーマ一覧の「9）多様な実データ

から真理を追究する数理モデルや解析手法の構築（募集区分：ST09）」をご覧ください）。 

なお、提案にあたっては、これらの課題を解決した時の、社会的インパクトの大きさと、それを実

現するための現状と既存の技術のギャップとそれを埋めるための方針が、国際的な競合技術分析との

比較や、提案段階の構成の中に企業がどの程度の期待を持って参画しているかという観点からも、可

能な限り提示されることを望みます。 
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 ② サブテーマ一覧（2018 年度より継続） 
 

募集区分 サブテーマ名 

ST01 構造解析 

ST02 原子・分子スケール計測 

ST03 界面・表面のマルチスケール解析 

ST04 深部計測・内部計測 

ST05 超短時間現象の観察 

ST06 経時観測 

ST07 類型化された作業の自動化・効率化 

ST08 加工・合成・分離・精製の高度化 

ST09*1 多様な実データから真理を追究する数理モデルや解析手法の構築 

ST10*2 その他本重点公募テーマの趣旨に合致する共通基盤技術 

 

*1 ST09 は他のサブテーマと研究費の上限が異なりますのでご注意ください。 

（後述の「● 期間・研究開発費」の項目をご参照ください。） 

*2 本サブテーマにおいては要素技術タイプの提案は求めません。 

 

※ e-Rad での申請の際に、「優先的に提案を求める課題」（Y01 か Y02）または「サブテーマ」

（ST01~ST10）で該当する番号を選択してください（複数選択可）。 

 

※ 要素技術タイプについても e-Rad での申請の際に同様に番号を選択ください。なお、要素技術

タイプへの申請は提案書様式が異なりますのでご留意ください。 

 

※ 選考は優先的に提案を求める課題やサブテーマ単位で独立して行うものではなく、全てを同時に

比較検討して進めます。また、選考の結果、採択課題が複数あるサブテーマもあれば、採択課題

のないサブテーマもあり得ます。 
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1）構造解析（募集区分：ST01） 

本サブテーマでは、複雑な構造を持つ物質の構造解析を行うための基盤技術開発を行います。 

マテリアルサイエンス分野では、新たに作成した材料の構造を詳細に把握し、物性との相関を解明

して次の新材料設計に役立てたいというニーズが数多くあります。特に多元系材料、不均一系材料、

高分子複合材料等の構造解析や、構造上の欠陥、ドーパントの位置情報の把握が課題となっています。

軽原子の分析が困難であることは長らく課題となっていますが、これを解決する手法や、既存方法よ

り簡便で正確な解析技術の開発が依然として求められています。 

ライフサイエンス分野では、生体内の各種分子の構造解析は、健康・医療分野、特に創薬研究にお

ける重要な開発要素となっています。例えばクロマチンや複合タンパク質、膜タンパクの高次構造、

ペプチドの立体構造、さらには糖鎖構造などが創薬ターゲットとして注目されています。 

さらに構造解析の概念を広く捉えれば、DNA の配列決定についても高いニーズがあります。現在主

流となっている次世代シーケンサーと呼ばれる解析技術のさらに次の世代を目指した、既存の手法を

格段に向上させるような技術開発が求められています。 

 

2）原子・分子スケール計測（募集区分：ST02） 

本サブテーマでは、系全体に様々な影響を及ぼす原子・分子スケールの様々な対象を計測する手法

の開発を行います。 

マテリアルサイエンス分野では、材料の持つ物性・特性を理解するため、電場・磁場・フォトン・

フォノン・スピン・電子状態・振動状態・ゆらぎ等を計測することが求められています。 

ライフサイエンス分野では、分子集団における平均値ではなく一分子の振る舞いを個別に観測する

ことが求められており、膜タンパク質、特に GPCR や Channel 等の構造と各種リガンドとの一分子

解析、マイクロ流体力学を用いた一分子分離や機能評価、さらには生細胞における一分子解析のため

の計測技術などがニーズとして挙げられています。 

 

3）界面・表面のマルチスケール解析（募集区分：ST03） 

本サブテーマでは、特に界面・表面に着目し、局所の測定のみならず、ミクロからメゾスケール、

マクロスケールの解析を行うための研究開発を実施します。 
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マテリアルサイエンス分野では、材料設計やトライボロジー等に関する研究においてミクロからマ

クロの観点までの評価が必要となっており、物質の特性評価や性能向上のための研究開発の一環とし

て、詳細かつ広範囲に対象を解析する技術の発展が望まれています。これらの研究を通じて、信頼性

と耐久性に優れた製品の開発が実現し、省資源・省エネルギー化等に貢献することが期待されていま

す。 

ライフサイエンス分野では、細胞膜の一部だけなく、細胞膜全体でどのような分子がどのように分

布しているかを解析することが望まれています。特に細胞の表面における膜タンパク質等は、細胞と

細胞外のコミュニケーションのための重要な解析対象であり、例えば細胞を利用した物質生産を社会

実装しようとする研究開発現場においても、現象の解明に資する詳細な解析が望まれています。 

 

4）深部計測・内部計測（募集区分：ST04） 

本サブテーマでは、物質の深部・内部の構造や、内部現象を測定するための技術開発を行います。 

マテリアルサイエンス分野では、例えば電池や構造材料の品質確認・評価のための内部劣化状況の

測定や、内部の不純物検出、機能発現状況の解析を目的とした内部における化学変化の様子等を観測

することが求められています。 

ライフサイエンス分野では、血管内細胞動態、臓器内一細胞解析、脳解析（神経可塑性解析）等の

ための深部計測が求められています。 

また、観測過程での状態変化を惹起しないよう、特に低侵襲・非破壊・非侵襲で行うことが分野を

問わず重要なニーズとなっており、これらを踏まえた計測技術の開発が求められています。 

 

5）超短時間現象の観察（募集区分：ST05） 

本サブテーマでは、化学反応の遷移状態等、超短時間の現象を観察する技術として、既存の計測の

時間分解能を劇的に向上させることを目標とした研究開発を実施します。 

例えば電子は非常に短い時間で移動するため、通常の計測手法ではこのような超短時間現象を直接

観察することは困難です。一方で、様々な分野の研究現場のニーズとして、例えば製品開発に向けて

物理特性を理解するために超短時間現象を説明する仮説を構築する場合がありますが、その検証を行

うために実際に超短時間現象を観察することが求められています。フェムト秒レーザー、アト秒レー

ザーの制御や、検出性能の向上によるポンプ-プローブ法の高度化等新たな手法の確立が求められてい

ます。 



第６章 募集対象となる重点公募テーマ･技術テーマ 

募集要項別紙 - 74 - 

 

6）経時観測（募集区分：ST06） 

本サブテーマでは、個々の分野や研究対象においてニーズの高い、インパクトのある経時観測のた

めの技術開発を実施します。 

マテリアルサイエンス分野では、触媒上における化学反応の進行を観察・計測するようなニーズに

加え、全固体電池の内部熱伝導を観測する技術、材料の劣化がどのようなきっかけで進んでいくのか

を理解するための観測技術も大きなニーズとして挙げられています。測定に時間のかかるクリープ現

象の解明や、加速劣化試験の効率化のための新たな測定方法等を介した新知見についても求められて

います。これら技術の発展により、製品の耐久性・信頼性の向上が期待されています。 

ライフサイエンス分野では、遺伝子発現の量的解析、DNA メチル化等の時系列修飾、タンパク質や

代謝物等の各種オミクス解析、薬物動態等の経時的観測のための新技術が求められています。 

 

7）類型化された作業の自動化・効率化（募集区分：ST07） 

本サブテーマでは研究現場で既に類型化されている作業を自動化・効率化することで、研究生産性

の飛躍的向上・加速を実現し、より短時間に目的とする成果に辿り着くことを目指します。 

ニーズ、対象は様々なものが想定されます。 

例えばマテリアルサイエンス分野では、望みの原子配列を持った新奇材料の作製をひとつひとつの

原子層を重ねることで実現する技術がありますが、その作業は熟練の技術が必要となるため、自動化・

ロボット化による効率化とともに技術継承を簡便にすることが求められています。コンビナトリアル

ケミストリーにおける化合物ライブラリー作製の自動化についても高いニーズがあります。 

ライフサイエンス分野では、各種生化学、分子生物学実験の自動化、効率化、高速化が求められて

おり、具体例としてオミクス解析の前処理の標準化と自動測定が挙げられています。 

自動化のみならず、様々な測定前処理の高度化、簡略化についても重要な研究開発として求めます。 

 

8）加工・合成・分離・精製の高度化（募集区分：ST08） 

本サブテーマでは、研究現場における汎用技術である、加工・合成・分離・精製技術の高度化につ

いての研究開発を行います。 

加工技術・合成技術としては、例えばマテリアルサイエンス分野では、結晶成長技術、微細加工技
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術、積層造形技術等について高度化が求められています。例えば、新奇材料創製のための結晶成長装

置について、作製した試料の細かなパラメータが使用した装置によって変化してしまうという問題点

も指摘されており、根本的解決が求められています。化学合成のプロセスを AI 等を活用して検討し、

さらにモジュール型のフロー合成システムを構築することで物質生産の効率を向上させる手法につい

ても議論されています。このような装置の実現により、例えば医薬にとどまらず、食品、化粧品等の

様々な産業での活用が期待されている機能性ペプチドの製造コストの低減が可能になることが期待さ

れています。 

分離技術・精製技術としては、例えばライフサイエンス分野では、生体サンプルからのタンパク質

の精製技術が挙げられます。とりわけ複合タンパク質や素過程にあるタンパク質は研究要素のみなら

ず創薬標的としても高いニーズがあります。また、細胞内の粒子や細胞外に放出されるエキソソーム

等の分離・精製についても収率、純度の観点等多くの課題があり汎用技術の開発が求められています。 

また、マテリアルサイエンス分野・ライフサイエンス分野ともに、従来精製を前提としていた計測

を、非精製な状態でも可能にする様な新たな計測技術も望まれています。 

ST07 と概念が一部重なりますが、ST07 はあくまで類型化された作業として加工・合成・分離・精

製が既にできているものを自動化する技術、ST08 では、基本となる要素技術はあるものの、現時点

で実現できていない加工・合成・分離・精製を行う技術と整理しています。 

 

9）多様な実データから真理を追究する数理モデルや解析手法の構築（募集区分：ST09） 

本サブテーマでは、数学がもつ抽象性や普遍性から、共通基盤領域に関連する測定・解析分野の知

見について、「本質的な情報」を記述・抽出するための数理モデルや解析手法、測定技術の抜本的改革

を先導し得る新たな数理的手法の開発が求められています。それらの手法によって、前述の優先的に

提案を求める 2 課題をはじめとする、本領域が目指す基盤技術の大きな進展や、共通基盤の構築に貢

献する数理基盤研究を推進します。 

例えば研究現場から非侵襲計測により得られた多元的でノイジーな時系列データを元に、そのデー

タを生み出したシステムの非線形ダイナミクスを推定して数理モデル化することによって、背後に潜

む法則性を取り出すデータ駆動型の数理モデル構築技術が実現されれば、様々な研究分野において、

大きなブレークスルーとなることが期待されています。 

計測された大量のデータに関する新たなデータ解析手法・計算手法の構築に向けた数理的基盤技術
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も重要です。例えば ST06 で観測された生命動態の測定情報については、生命現象を理解するために

さらに統合的な数理データ解析が必要となります。DNA、RNA、タンパク質、代謝物質といった物性

の異なる分子群（オミクス階層）を統合的した多階層オミクスデータの数理科学的・数理工学的解析

により、単に階層毎ではなく階層間の相互作用を含む統合的ネットワーク構造を解明することで生命

現象をより深く理解することが求められています。 

マテリアルサイエンス分野においては、物性評価や、マテリアルズ・インフォマティクスにおいて

大規模データ活用の重要性は認識されています。さらに、このようなアプローチから生まれる新たな

数理モデルや解析手法は、実現象を理解するために本質的に重要な役割を果たすものと大きく期待さ

れています。 

※提案の内容に応じた適切な予算規模でご提案ください。下限は設けていません。 

※本サブテーマの研究によって生み出された数理モデルや解析手法が、他のサブテーマにおける 

重要課題の解決に貢献できるよう領域運営をいたします。システム・装置化を目指すグループと

数理モデルや解析手法などの高度化を目指すグループが課題解決に向けて最適な形で相互連携を

深めつつ、ゴールを目指すことを期待します。 

※本サブテーマでは、複数のサブテーマにまたがる共通の基盤として、積極的に要素技術タイプの 

提案を求めます。 

 

10）その他本重点公募テーマの趣旨に合致する共通基盤技術（募集区分：ST10） 

上記９つのサブテーマに限らず、本重点公募テーマや優先的に提案を求める課題の趣旨に合致する、

研究開発の現場で「今」あなたが必要だと考える基盤技術を創出する提案を求めます。 

このような提案は本サブテーマを選択してください。これまで見えなかったもの、計れなかったも

のを、「見える化」、「計れる化」するための、科学技術による解決手段となるようなテーマ提案をお待

ちしています。 

なお、本サブテーマにおいては、要素技術タイプの提案を求めません。 

 

 ● 成果の適用先の想定 

本領域では、JST の他事業（研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）・出資型新事業創出支援

プログラム（SUCCESS）・大学発新産業創出プログラム（START）等）や他府省のプログラムと早期
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に連携を行い、スタートアップ企業や産業界への成果の橋渡しに加え、更に長期的な取り組みが必要

な課題においては、より実用化に近い他の研究開発プログラムへ成果を引き継ぐことも検討します。 

 

 ● 関連事業との連携 

本領域では、革新的な知や製品の創出を目指し、研究活動に高いインパクトを与えるチャレンジン

グな研究開発を推進するため、JST の他事業や他府省のプログラムと密接に連携を行い、各プログラ

ムの成果の活用を研究段階において積極的に進めます。 

また、これまでに JST 先端計測分析技術・機器開発プログラム等では、多くの研究開発ツールが実

用化されているため、新たに研究開発ツールを検討されるにあたり、ご参照いただければ幸いです

（4.25 「JST 先端計測分析技術・機器開発プログラムの成果について」ご参照）。 

さらに、ユーザーニーズを踏まえた研究開発を推進する観点から、共用施設・設備等との連携も歓

迎します（4.14「研究設備・機器の共用促進について」ご参照）。 

 

 ● 研究開発の推進にあたっての方針 

本領域では、チャレンジングな研究開発課題への取り組みにあたって、従来の学術分野にとらわれ

ない異分野融合の積極的な推進や、若手研究者の参画、企業とアカデミアの積極的な連携を推進する

など、研究体制のダイバーシティを活用し、斬新なアイデアを取り込むことを重視します。テーママ

ネージャーを始めとする研究開発運営会議メンバーによる研究計画の確認やサイトビジット等を通じ

て、助言・指導できる研究マネジメント体制を整え、領域一丸となって、研究手法を刷新し、革新的

な知や製品を創出する共通基盤システム・装置の実現を目指します。 

また、探索研究から本格研究への移行に際しては、研究課題に参画する個別のグループや研究テー

マ等の組み替え、中止等、体制の再構築を行うことも想定しています。 

 

 ● 期間・研究開発費 

2019 年度に開始する研究開発課題は、探索研究の期間は最大２年半、研究開発費は探索研究期間

全体で総額 3,500 万円（通常タイプ、直接経費）、総額 2,300 万円（要素技術タイプ、直接経費）を

上限として計画してください。2021 年度末までの運営統括が指定する時期に本格研究への移行にか

かる審査を受けていただきます。 
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本格研究の期間は最大 5 年、研究開発費は本格研究期間全体で総額 7.5 億円（直接経費）を上限と

して構想してください。ただし、ST09「多様な実データから真理を追究する数理モデルや解析手法の

構築」への提案の総額は５億円（直接経費のみ）を上限とします。 

なお、採択後は研究内容に応じて柔軟な予算配分を行います。 
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6.2  大規模プロジェクト型 

 

大規模プロジェクト型では科学技術イノベーションに関する情報を収集・分析し、現在の技術体系

を変え、将来の基盤技術となる技術テーマを文部科学省が特定します。2019 年度は本項に示す技術

テーマについて、大規模プロジェクト型の研究開発課題の提案を募集します。 

 
 

運営統括  

大石 善啓  

（三菱総合研究所 常務研究理事／研究開発部門長） 

 

 

 

6.2.1  大規模プロジェクト型の運営方針 

（1）募集・選考・研究開発にあたっての方針 

大規模プロジェクト型では、技術テーマの実現に向けて、実用化が可能であるか見極められる段階

（概念実証：POC）に到達するための研究開発を進めます。そして、POC 達成後の研究成果の展開に

よって、幅広い分野へのインパクトを有する基盤技術に発展されることを期待しています。 
 

大規模プロジェクト型の技術テーマは比較的シャープな技術分野を対象として設定されています。

そして、これらの技術を社会実装につなぐ POC は、適用先やビジネスモデルを明確に見据えて、研究

開発代表者（PM）自身に設定して頂きます。PM は、目標設定を高く、挑戦的なものとし、戦略的に

知的財産を創出・保護・活用等し、これらが結実する成果が社会課題の解決や新産業の創出につなが

るよう高い志ある構想を描いてください。また、POC 後の展開につなげていくビジョンや、将来の社

会・産業に革新をもたらすアウトカムを描き、それを基に、企業連携、ベンチャー起業などの出口等

につながる取組を計画していることを求めます。 
 

このためには、我が国のトップレベルの研究開発力及び知識を結集できることが肝要です。大規模

プロジェクト型における採択の評価基準は「2.2.2 (5) 選考の観点」に記載されていますので、必ず

ご参照ください。研究開発を進める中では、新たなメンバーの参画や、新たな知見・技術の導入を含
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め、様々な技術分野、研究者・研究機関等の融合が促される広い視野のマネジメントがなされること

を期待します。 
 

大規模プロジェクト型は、POC を目指した研究開発を推進する中で民間投資の誘発も期待されてい

ます。民間投資の誘発を図るため、早期からの企業の参入を推奨しており、特に第１のステージゲー

ト評価では資金導入対象機関から所定の規模の資金導入を求めています（「2.2.1（3）8）ステージゲ

ート評価」に記載されていますので、必ずご参照ください）。PM におかれては、POC 後の展開まで見

据え、自らが立案した独創的かつ優れた研究開発構想に基づき、POC の設定やその達成に向けたマイ

ルストーンの作成等を行い、積極的かつ柔軟に企業等と対話しながら、研究開発を推進していただく

ことを強く希望します。 

 なお、研究開発の推進にあたっては、国内外の研究開発動向や社会環境の変化等に鑑み、必要に応

じて研究開発計画を大胆に見直すなど、柔軟な運営を実施していただきます。 

 

（2）募集・選考・研究開発にあたっての方針 
 

 「センサ用独立電源として活用可能な革新的熱電変換技術」 

 

Society5.0 では、あらゆる場面に膨大な数のセンサが設置されていくことが想定されており、セン

サを駆動させるための電源の確保が必要不可欠となっています。その対応技術の一つとして、環境中

の熱源を直接電力に変換する熱電変換技術が注目されていますが、従来の技術は変換効率、材料面の

問題（資源制約、毒性など）、量産性・信頼性・コスト等、様々な課題があり、広く普及するには至っ

ていません。これらの課題を解決し、センサ用独立電源として活用できる技術を開発する必要があり

ます。研究開発代表者（PM）には、センサ用独立電源として求められる発電性能、安全性、耐久性、

量産プロセス等を同時に達成する熱電変換技術の確立を目指し、フィールドワーク、用途開発、用途

に応じた最適化と実証まで一貫した研究開発を進めていただきます。例えば、新材料の探索や、近年

発見された新現象（スピンゼーベック効果や異常ネルンスト効果など）の活用、フレキシブル性の付

与も含めたエネルギー取り込み効率の向上、大量生産技術及びこれらの学理的探求などを通じて、従

来技術の延長ではない革新的熱電変換技術の開発を求めます。また、早期の社会実装を目指して、研

究開発初期から企業を参画させ、世界的な競争が激しい本分野における国内外の研究開発動向や社会

環境にスピーディーかつ柔軟に対応しながら研究開発を推進していただくことを期待しています。 

新規 
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研究開発費については、1～4 年度目は総額 10 億円程度（2.5 億円／年程度、直接経費のみ。間接

経費は別途措置します）とし、研究開発期間全体で最大９年半、10 年間の総額は 31 億円程度として

研究開発課題の推進に必要な金額を計上してください。なお、本技術テーマのもとに複数の課題・研

究者を採択する場合は、上記予算規模の内数として当該採択課題等の予算規模を調整します。 
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6.2.2  技術テーマ 
 

（1）テーマ名 

 「センサ用独立電源として活用可能な革新的熱電変換技術」 

 

（2）概要 

Society5.0 では、あらゆる情報をセンサによって取得し、AI によって解析することで、新たな価値

を創造していくことが想定される。今後、あらゆる場面に膨大な数のセンサが設置されていくことが

想定されるが、そのセンサを駆動するための電源の確保は必要不可欠であり、様々な技術が検討され

ている。その一つとして、環境中の熱源（排熱や体温等）を直接電力に変換する熱電変換技術は、配

線が困難な場所、動物や人間等の移動体をターゲットとしたセンサ用独立電源として注目されている

が、従来の熱電変換技術は、材料面では資源制約・毒性、素子としては複雑な構造のため量産性・信

頼性・コスト等に課題があり、広く普及するに至っていない。これらの課題を解決し、センサ用独立

電源として活用できる革新的熱電変換技術を開発することにより、あらゆる場面にセンサが設置可能

となり、Society 5.0 の実現への貢献が期待される。 

 

（3）達成目標 

Society5.0 の実現に資するセンサ用独立電源として求められる発電性能、安全性、耐久性、量産プ

ロセス等を同時に達成する熱電変換技術の確立を目指し、実際に当該技術が社会実装される具体的な

場面（工場や農地等）を想定しつつ、フィールドワーク、用途開発、用途に応じた最適化と実証まで

を一気通貫で研究開発する。従来の技術に対する技術的優位性及び市場競争力の検討を踏まえ、実用

化が可能であることを見極められる段階（概念実証：POC）まで研究開発を実施する。また、研究開

発を進めるにあたっては、社会実装に向けた具体的な到達点やマイルストーンを明確に設定すること

が望ましい。例えば、従来技術が抱える材料面や素子等の様々な課題を解決しつつ、5 年後に現在市

販のボタン電池や熱電素子と同程度の発電量の実現、10 年後にはそれを大きく超える発電量を実現

し、安価で大量生産を可能とするまでの道筋を描くこと等が想定される。また、事業終了後の実用化

を見据え、センサ用独立電源の製造だけでなくユーザーとなりうるプレイヤーも含めた産学連携の研

究開発体制を構築することに留意する。 

 

（4）研究推進の際に見据えるべき将来の社会像 

研究開発課題の推進を通じ、以下に挙げるような社会の実現に将来的につながると考えられる。 
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 配線が困難な場所、動物や人間等の移動する対象にもワイヤレスセンサを付与することが可能

になり、上下水道等のインフラ管理や家畜の生産、子供やお年寄りの安否確認など、あらゆる場

面でビックデータを利活用できる社会。 

 我が国の一次エネルギーの 65%が排熱として捨てられているが、この排熱を電力として回生す

ることで大幅な温室効果ガスの排出を削減するとともに、トリリオン（一兆個）ともいわれるセ

ンサの駆動に必要になる電力需要に対応できる社会。 

 

（5）具体的な研究例 

例えば下記に挙げるようなものを含めることが考えられる。 

 毒性が少なく、希少元素を用いない材料で安定的かつ効率的な熱電変換を実現するための効率

的な材料探索・開発。 

 熱電変換の安定化や様々な場所に設置することが可能となる発電モジュールのフレキシブル性

の実現。 

 フレキシブル性と耐久性を両立するために必要な破損現象の解明及び対応策の確立。 

 各用途で要求されるサイズや発電量、形状を加味した熱電変換素子のエネルギー取り込み効率

の最大化や、量産性まで考慮したデバイス構造の最適化。 

 

（6）国内外の研究動向 

熱電変換技術は IoT、トリリオンセンサに対する大規模な需要が見込まれる中、世界的な研究開発

競争が近年活発になっている。ゼーベック効果に基づく熱電変換の歴史は古く、1960 年代には宇宙

探査用の原子力電池として利用され、我が国においても 1998 年に SEIKO が、続いて 1999 年にはシ

チズン時計が熱電腕時計を実用化している。その後も一次エネルギー中 65%にあたる未利用排熱か

ら電気エネルギーを回生するためにも、日本も含めて世界中で熱電変換技術の研究が進められている。

例えば、エネルギーフィルタリングやナノインクルージョン等のエネルギー変換効率を向上させるた

めの新コンセプトが提示されており、米国を中心に毒性が高い材料や希少元素を用いる材料を利用す

るものの、最高性能を追求する PbTe 系や新原理を発掘する研究が進められている。しかし、熱電技

術をセンサ用独立電源として「真に」広く社会実装させるといった観点からは、材料面では資源制約・

毒性、素子としては複雑な構造のため量産性・信頼性・コスト等の課題が未だに解決されていない。 

我が国では、2017 年に「フォノンエンジニアリング研究グループ」、続けて 2018 年には「エネル

ギーハーベスティング研究グループ」が応用物理学会に発足するなど、新規物質やナノ構造物質の開

発、スピンゼーベック効果や異常ネルンスト効果のような新現象も含め、熱電変換技術について実験

から計算科学まで幅広く盛んに展開されている。 


